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視界不良・高線量下での空間認識のための超音波可視化技術 

（委託研究） 

－令和 6年度 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業－ 

 

日本原子力研究開発機構 福島廃炉安全工学研究所 

廃炉環境国際共同研究センター 

 

大阪大学 

 

（2026年 3月 24日受理） 

 

日本原子力研究開発機構（JAEA）廃炉環境国際共同研究センター（CLADS）では、令和元年度か

ら英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業（以下、「本事業」という。）を実施している。 

本事業は、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所（1F）の廃炉等をはじめ

とした原子力分野の課題解決に貢献するため、国内外の英知を結集し、さまざまな分野の知見や

経験を従前の機関や分野の壁を越えて緊密に融合・連携させた基礎的・基盤的研究および人材育

成を推進することを目的としている。 

平成 30年度の新規採択課題から実施主体を文部科学省から JAEAに移行することで、JAEAとア

カデミアとの連携を強化し、廃炉に資する中長期的な研究開発・人材育成をより安定的かつ継続

的に実施する体制を構築した。 

本研究は、令和 6年度に採択された研究課題のうち、「視界不良・高線量下での空間認識のため

の超音波可視化技術」の令和 6年度分の研究成果について取りまとめたものである。 

本研究では、1F廃炉における燃料デブリ取り出しにおいて、取り出し作業中に想定される視界

不良・高線量環境下における空間認識が可能な技術として、超音波フェイズドアレイ（以下、「PA」

という。）による可視化手法を確立することを目的とする。 

空中・水中両方での物体形状の可視化技術の開発を目指し、プロジェクトを実施研究グループ

ごとに、(1)超音波 PA 計測による空中・水中での物体形状の可視化（大阪大学）、(2)空中超音波

PA デバイスの開発（日本大学）、(3)高フレームレート PA による粒子浮遊環境下での可視化スキ

ームの構築（東北大学）、(4)高強度ガンマ線環境に対応する超音波計測手法の開発（大阪大学）

の 4項目に分けて研究・開発を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本報告書は、日本原子力研究開発機構の英知事業における委託業務として、大阪大学が実施した

成果を取りまとめたものである。 

廃炉環境国際共同研究センター：〒979-1151 福島県双葉郡富岡町大字本岡字王塚 790-1
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in Highly Radiated Environments with Poor Visibility  

(Contract Research) 
－ FY2024 Nuclear Energy Science & Technology and Human Resource Development Project － 

 
Collaborative Laboratories for Advanced Decommissioning Science, 

Fukushima Research and Engineering Institute 
 Japan Atomic Energy Agency  

Tomioka-machi, Futaba-gun, Fukushima-ken 
 

The University of Osaka 
 

(Received March 24, 2026) 
 

The Collaborative Laboratories for Advanced Decommissioning Science (CLADS), Japan Atomic Energy 
Agency (JAEA), has been conducting the Nuclear Energy Science & Technology and Human Resource 
Development Project (hereafter referred to “the Project”) from FY2019. 

The Project aims to contribute to solving problems in the nuclear energy field represented by the 
decommissioning of the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station (1F), Tokyo Electric Power Company 
Holdings, Inc. (TEPCO). For this purpose, intelligence was collected from all over the world, and basic 
research and human resource development were promoted by closely integrating/collaborating knowledge 
and experiences in various fields beyond the barrier of conventional organizations and research fields. 

The sponsor of the Project was moved from the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology to JAEA since the newly adopted proposals in FY2018. On this occasion, JAEA constructed a 
new research system where JAEA-academia collaboration is reinforced and medium-to-long term 
research/development and human resource development contributing to the decommissioning are stably and 
consecutively implemented. 

Among the adopted proposals in FY2024, this report summarizes the research results of the “Ultrasonic 
visualization technique for spatial recognition in highly radiated environments with poor visibility” 
conducted in FY2024. 

The objective of this research project is to establish a visualization technique using ultrasonic phased array 
(hereinafter referred to as PA) as a technique that enables spatial recognition in poor visibility and highly 
radiated environments that are expected during the removal of fuel debris in the decommissioning of 1F. 

The project aims to develop a visualization technique for object shapes both in the air and in the water, 
and each research group will conduct the following projects: (1) Visualization of object shapes in the air and 
in the water by ultrasonic PA measurement (The University of Osaka), (2) Development of airborne ultrasonic 
PA device (Nihon University), (3) Visualization in particle suspended environment by high frame rate PA 
(Tohoku University), and (4) Development of ultrasonic measurement methods for high intensity gamma-ray 
environments (The University of Osaka). 
 
 
 

Keywords: Ultrasonic, Visualization, Highly-radiated Environments, Poor Visibility, Phased Array 
This work was performed by The University of Osaka under contract with Japan Atomic Energy Agency. 
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1. 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業の概要 

 

文部科学省では、「東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン（平

成 26年 6月文部科学省）」等を踏まえ、平成 27年度から「英知を結集した原子力科学技術・人材

育成推進事業」（以下、「本事業」という。）を立ち上げ、「戦略的原子力共同研究プログラム」、「廃

炉加速化研究プログラム」及び「廃止措置研究・人材育成等強化プログラム」を推進している。 

具体的には、国内外の英知を結集し、国内の原子力分野のみならず様々な分野の知見や経験を、

機関や分野の壁を越え、国際共同研究も含めて緊密に融合・連携させることにより、原子力の課

題解決に資する基礎的・基盤的研究や産学が連携した人材育成の取組を推進している。 

一方、日本原子力研究開発機構（以下、「JAEA」という。）では、平成 27年に廃炉国際共同研究

センター（以下、「CLADS」という。現：廃炉環境国際共同研究センター）を組織し、「東京電力ホ

ールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」等を踏

まえ、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所廃炉（以下、「1F廃炉」という。）

に係る研究開発を進めている。 

また、平成 29年 4月に CLADSの中核拠点である「国際共同研究棟」の運用を開始したことを踏

まえ、今後は CLADS を中核に、廃炉の現場ニーズを踏まえた国内外の大学、研究機関等との基礎

的・基盤的な研究開発及び人材育成の取組を推進することにより、廃炉研究拠点の形成を目指す

ことが期待されている。 

このため、本事業では平成 30年度の新規採択課題から実施主体を文部科学省から JAEAに移行

することで、JAEAとアカデミアとの連携を強化し、廃炉に資する中長期的な研究開発・人材育成

をより安定的かつ継続的に実施する体制を構築することとし、従来のプログラムを、①共通基盤

型原子力研究プログラム、②課題解決型廃炉研究プログラム、③国際協力型廃炉研究プログラム、

④研究人材育成型廃炉研究プログラム（令和元年度より新設）に再編した。 
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2. 平成 30年度 採択課題 

 

 平成 30年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19課題 

共通基盤型原子力研究プログラム 11課題（若手研究 6課題、一般研究 5課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム  6課題 

国際協力型廃炉研究プログラム  2課題（日英） 

 

 

平成 30年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

被災地探査や原子力発電所建屋内情報収集のための

半自律ロボットを用いたセマンティックサーベイマ

ップ生成システムの開発 

河野 仁 東京工芸大学 

汚染土壌の減容を目的とした重液分離による放射性

微粒子回収法の高度化 
山﨑 信哉 筑波大学 

ラドンを代表としたアルファ核種の吸入による内部

被ばくの横断的生体影響評価 
片岡 隆浩 岡山大学 

炉心溶融物の粘性及び表面張力同時測定技術の開発 大石 佑治 大阪大学 

iPS 細胞由来組織細胞における放射線依存的突然変異

計測系の確立 
島田 幹男 東京工業大学 

レーザー共鳴イオン化を用いた同位体存在度の低い

ストロンチウム 90の迅速分析技術開発 
岩田 圭弘 東京大学 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性核種の長期安定化を指向した使用済みゼオラ

イト焼結固化技術の開発 
新井 剛 芝浦工業大学 

燃料デブリ取り出しを容易にするゲル状充填材の開

発 
牟田 浩明 大阪大学 

レーザー蛍光法を用いた燃料デブリ変質相の同定 斉藤 拓巳 東京大学 

過酷炉心放射線環境における線量測定装置の開発 岡本 保 
木更津工業 

高等専門学校 

レーザー加工により発生する微粒子の解析と核種同

定手法の開発 
長谷川 秀一 東京大学 

 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

合金相を含む燃料デブリの安定性評価のための基盤

研究 
桐島 陽 東北大学 

ガンマ線画像スペクトル分光法による高放射線場環

境の画像化による定量的放射能分布解析法 
谷森 達 京都大学 

燃料デブリ取出し時における放射性核種飛散防止技

術の開発 
鈴木 俊一 東京大学 

アルファダストの検出を目指した超高位置分解能イ

メージング装置の開発 
黒澤 俊介 東北大学 

ナノ粒子を用いた透明遮へい材の開発研究 渡邉 隆行 九州大学 

先端計測技術の融合で実現する高耐放射線燃料デブ

リセンサーの研究開発 
萩原 雅之 

高エネルギー 

加速器研究 

機構 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性微粒子の基礎物性解明による廃炉作業リスク

低減への貢献 
五十嵐 康人 茨城大学 

放射線耐性の高い薄型 SiC中性子検出器の開発 三澤 毅 京都大学 
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3. 令和元年度 採択課題 

 

令和元年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19課題 

共通基盤型原子力研究プログラム  7課題（若手研究 2課題、一般研究 5課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム   4課題 

国際協力型廃炉研究プログラム   4課題（日英 2課題、日露 2課題） 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 4課題 

 

 

令和元年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

ウラニル錯体化学に基づくテーラーメイド型新規海

水ウラン吸着材開発 
鷹尾 康一朗 東京工業大学 

動作不能からの復帰を可能とする多連結移動ロボッ

トの半自律遠隔操作技術の確立 
田中 基康 電気通信大学 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

一次元光ファイバ放射線センサを用いた原子炉建屋

内放射線源分布計測 
瓜谷 章 名古屋大学 

低線量・低線量率放射線被ばくによる臓器別酸化ス

トレス状態の検討 
鈴木 正敏 東北大学 

単一微粒子質量分析法に基づくアルファ微粒子オン

ラインモニタリングに向けた基礎検討 
豊嶋 厚史 大阪大学 

幹細胞動態により放射線発がんを特徴付ける新たな

評価系の構築 
飯塚 大輔 

量子科学技術 

研究開発機構 

耐放射線性ダイヤモンド半導体撮像素子の開発 

梅沢 仁 

（～R2.3.31） 

大曲 新矢 

（R2.4.1～） 

産業技術総合 

研究所 

  

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

Multi-Physicsモデリングによる福島 2・3号機ペデ

スタル燃料デブリ深さ方向の性状同定 
山路 哲史 早稲田大学 

燃料デブリ取出しに伴い発生する廃棄物のフッ化技

術を用いた分別方法の研究開発 
渡邉 大輔 

日立ＧＥ 

ニュークリア・

エナジー 

アパタイトセラミックスによる ALPS 沈殿系廃棄物

の安定固化技術の開発 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦

（R3.7.1～） 

東京工業大学 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームによ

る圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦 
高橋 秀治 東京工業大学 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

高い流動性および陰イオン核種保持性を有する

アルカリ刺激材料の探索と様々な放射性廃棄物

の安全で効果的な固化 

佐藤 努 北海道大学 

再臨界前の中性子線増に即応可能な耐放射線

FPGAシステムの開発 
渡邊 実 

静岡大学 

（～R3.3.31） 

岡山大学 

（R3.4.1～） 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取出し臨界安全技術の高度化 小原 徹 東京工業大学 

微生物生態系による原子炉内物体の腐食・変質に

関する評価研究 
金井 昭夫 慶應義塾大学 

 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取り出し時における炉内状況把握の

ための遠隔技術に関する研究人材育成 
淺間 一 東京大学 

化学計測技術とインフォマティックスを融合し

たデブリ性状把握手法の開発とタイアップ型人

材育成 

高貝 慶隆 福島大学 

放射線・化学・生物的作用の複合効果による燃料

デブリ劣化機構の解明 

大貫 敏彦 

（～R2.3.31） 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦 

（R3.7.1～） 

東京工業大学 

燃料デブリ分析のための超微量分析技術の開発 永井 康介 東北大学 
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4. 令和 2年度 採択課題 

 

令和 2年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 2年 3月 17日～令和 2年 5月 14日（課題解決型） 

令和 2年 5月 13日～令和 2年 7月 15日（国際協力型） 

 

課題数：10課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8課題（若手研究 2課題、一般研究 6課題） 

国際協力型廃炉研究プログラム 2課題（日英） 

 

 

令和 2年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリにおける特性の経年変化と環境劣化割れ

の調査 

楊 会龍 

（～R4.7.31） 

村上 健太 
（R4.8.1～） 

東京大学 

健全性崩壊をもたらす微生物による視認不可腐食の

分子生物・電気化学的診断及び抑制技術の開発 
岡本 章玄 

物質・材料 

研究機構 
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課題解決型廃炉研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

遮蔽不要な臨界近接監視システム用ダイヤモン

ド中性子検出器の要素技術開発 
田中 真伸 

高エネルギー

加速器研究 

機構 

α／β／γ 線ラジオリシス影響下における格納

容器系統内広域防食の実現：ナノバブルを用いた

新規防食技術の開発 

渡邉 豊 東北大学 

β、γ、X線同時解析による迅速・高感度放射性

核種分析法の開発 
篠原 宏文 

日本分析 

センター 

合理的な処分のための実機環境を考慮した汚染

鉄筋コンクリート長期状態変化の定量評価 
丸山 一平 東京大学 

溶脱による変質を考慮した汚染コンクリート廃

棄物の合理的処理・処分の検討 
小崎 完 北海道大学 

マイクロ波重畳 LIBSによるデブリ組成計測の高

度化と同位体の直接計測への挑戦 
池田 裕二 アイラボ 

  

  

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

革新的水質浄化剤の開発による環境問題低減化

技術の開拓 
浅尾 直樹 信州大学 

無人航走体を用いた燃料デブリサンプルリター

ン技術の研究開発 
鎌田 創 

海上・港湾・

航空技術 

研究所 
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5. 令和 3年度 採択課題 

 

令和 3年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 3年 3月 16日～令和 3年 5月 17日（課題解決型） 

令和 3年 4月 13日～令和 3年 7月 1日（国際協力型 日英共同研究） 

令和 3年 7月 12日～令和 3年 8月 18日（国際協力型 日露共同研究） 

 

課題数：12課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2課題（日英）、2課題（日露） 

 

 

令和 3年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

建屋応答モニタリングと損傷イメージング技術

を活用したハイブリッド型の原子炉建屋長期健

全性評価法の開発研究 

前田 匡樹 東北大学 

燃料デブリ周辺物質の分析結果に基づく模擬デ

ブリの合成による実機デブリ形成メカニズムの

解明と事故進展解析結果の検証によるデブリ特

性データベースの高度化 

宇埜 正美 福井大学 

ジオポリマー等による PCV下部の止水・補修及び

安定化に関する研究 
鈴木 俊一 東京大学 

世界初の同位体分析装置による少量燃料デブリ

の性状把握分析手法の確立 
坂本 哲夫 工学院大学 

アルファ微粒子の実測に向けた単一微粒子質量

分析法の高度化 
豊嶋 厚史 大阪大学 

連携計測による線源探査ロボットシステムの開

発研究 
人見 啓太朗 東北大学 

中赤外レーザー分光によるトリチウム水連続モ

ニタリング手法の開発 
安原 亮 

自然科学 

研究機構 
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課題名 研究代表者 所属機関 

福島原子力発電所事故由来の難固定核種の新規

ハイブリッド固化への挑戦と合理的な処分概念

の構築・安全評価 

中瀬 正彦 東京工業大学 

 

  

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一原子力発電所の廃止措置における放射

性エアロゾル制御及び除染に関する研究 

Erkan Nejdet 

（～R4.1.31） 

三輪 修一郎

（R4.2.1～） 

東京大学 

燃料デブリ取り出しのための機械式マニピュレ

ータのナビゲーションおよび制御 
淺間 一 東京大学 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一発電所 2、3号機の事故進展シナリオに

基づく FP・デブリ挙動の不確かさ低減と炉内汚

染状況・デブリ性状の把握 

小林 能直 東京工業大学 

非接触測定法を用いた燃料デブリ臨界解析技術

の高度化 
小原 徹 東京工業大学 
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6. 令和 4年度 採択課題 

 

令和 4年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 4年 3月 1日～令和 4年 5月 6日（課題解決型） 

令和 4年 4月 7日～令和 4年 6月 16日（国際協力型 日英共同研究） 

 

課題数：8課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 6課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2課題（日英） 

 

 

令和 4年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

革新的アルファダスト撮像装置と高線量率場モ

ニタの実用化とその応用 
黒澤 俊介 東北大学 

3 次元線量拡散予測法の確立と γ 線透過率差を

利用した構造体内調査法の開発 
谷森 達 京都大学 

α汚染可視化ハンドフットクロスモニタの要素

技術開発 

樋口 幹雄 

（～R6.3.31） 

北川 祐一 

（R6.4.1～） 

北海道大学 

高放射線耐性の低照度用太陽電池を利用した放

射線場マッピング観測システム開発 
奥野 泰希 

京都大学 

（～R5.3.31） 

理化学研究所 

（R5.4.1～） 

障害物等による劣悪環境下でも通信可能なパッ

シブ無線通信方式の開発 
新井 宏之 横浜国立大学 

無線 UWB とカメラ画像分析を組合せたリアルタ

イム 3D位置測位・組込システムの開発・評価 
松下 光次郎 岐阜大学 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

耐放射線プロセッサを用いた組み込みシステム

の開発 
渡邊 実 岡山大学 

マイクロ・ナノテクノロジーを利用したアルファ

微粒子の溶解・凝集分散に及ぼすナノ界面現象の

探求 

塚原 剛彦 東京工業大学 
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7. 令和 5年度 採択課題 

 

令和 5年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 5年 3月 1日～令和 5年 4月 14日（課題解決型） 

令和 5年 4月 12日～令和 5年 6月 15日（国際協力型 日英共同研究） 

 

課題数：9課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 7課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2課題（日英） 

 

 

令和 5年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

遮蔽不要な耐放射線性ダイヤモンド中性子計測

システムのプロトタイプ開発 
金子 純一 北海道大学 

簡易非破壊測定に向けた革新的な n・γシンチレ

ーション検出システムの開発 
鎌田 圭 東北大学 

ペデスタル部鉄筋コンクリート損傷挙動の把握

に向けた構成材料の物理・化学的変質に関する研

究 

五十嵐 豪 名古屋大学 

動画像からの特徴量抽出結果に基づいた高速 3

次元炉内環境モデリング 
中村 啓太 札幌大学 

放射性コンクリート廃棄物の減容を考慮した合

理的処理・処分方法の検討 
小崎 完 北海道大学 

高バックグラウンド放射線環境における配管内

探査技術の開発 
鳥居 建男 福井大学 

PCV 気相漏洩位置及び漏洩量推定のための遠隔

光計測技術の研究開発 
椎名 達雄 千葉大学 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

革新的分光画像解析による燃料デブリの可視化

への挑戦と LIBSによる検証 
牟田 浩明 大阪大学 

燃料デブリ除去に向けた様々な特性をもつメタカ

オリンベースのジオポリマーの設計と特性評価 

Yogarajah 

Elakneswaran 
北海道大学 
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8. 令和 6年度 採択課題 

 

令和 6年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 6年 3月 1日～令和 6年 4月 25日（課題解決型） 

令和 6年 1月 17日～令和 6年 4月 17日（研究人材育成型） 

 

課題数：9課題 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 2課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 7課題 

 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

 

 

令和 6年度 採択課題一覧 

 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 

 

 

 

 

 

 

 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取り出しに向けた遠隔ロボット-計測

技術の統合のための研究教育人材育成 
斉藤 拓巳 東京大学 

燃料デブリ研究と SEEM学構築を基軸とした研究

人材育成 
渡邉 豊 東北大学 
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課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

高放射線耐性を有する無線データ伝送用チップ

セットの要素開発(ベースバンド回路開発) 
宮原 正也 

高エネルギー 

加速器研究 

機構 

高放射線耐性を有する無線データ伝送用チップ

セットの要素開発(高周波アナログ回路開発) 
白根 篤史 東京工業大学 

高線量かつ不可視環境下での炉内可視化を可能

とするレーザ偏向検出型超音波広帯域 3Dイメー

ジングシステムの開発 

木倉 宏成 東京工業大学 

視界不良・高線量下での空間認識のための超音波

可視化技術 
林 高弘 大阪大学 

耐放射線性を有するレーザスキャナと AI・画像

処理による 3Dモデリング法の開発 
福田 知弘 大阪大学 

データ駆動型オンサイト診断技術：長期的健全性

を確保するための微生物腐食リスク予測 
若井 暁 

海洋研究 

開発機構 

デブリ取り出しの安全性確保を目的とした中性

子源等のイメージング手法の研究 
松林 錦 京都大学 
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本報告書は、以下の課題の令和 6年度分の研究成果について取りまとめたものである。 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

視界不良・高線量下での空間認識のための超音

波可視化技術 
林 高弘 大阪大学 

 

研究成果を取りまとめた成果報告書を付録として添付する。 
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付録 

 

成果報告書 
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令和 6 年度 

 

日本原子力研究開発機構 

英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業 

 

 

視界不良・高線量下での空間認識のための 

超音波可視化技術 

 

（契約番号 R06I103） 

 

 

成果報告書 

 

 

 

 

令和 7 年 3 月 

国立大学法人大阪大学 
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本報告書は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

の「英知を結集した原子力科学技術･人材育成推進事業」

による委託業務として、大阪大学が実施した「視界不良・

高線量下での空間認識のための超音波可視化技術」の令

和 6年度分の研究成果を取りまとめたものである。 
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概略 

東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所（以下、「1F」と略す。）の廃炉にお

ける燃料デブリ取り出しについて、気中、冠水、充填固化など種々の工法が検討されている。い

ずれの工法でも燃料デブリの取り出し時には、デブリの破砕作業による粉じんや懸濁液のため視

界不良となり、カメラを用いて空間を可視化することができない。安全に破砕作業を行うために

は、工具の刃先位置やデブリ位置、周囲の構造物の位置などを正確に把握しながら作業を進めな

くてはならず、デブリ取り出し作業のための新たな空間認識・物体可視化技術が必要となってい

る。超音波を用いた可視化手法は、小さな粉じんや懸濁粒子に対し通り抜ける（回折する）性質

をもち、かつ高線量下でも利用できる手法として期待できる。 

本研究では、このような視界不良・高線量下における空間認識技術として、超音波フェイズド

アレイ（以下、「PA」と略す。）による可視化手法を確立することを目的としている。 

空中・水中両方での物体形状の可視化技術の開発を目指し、プロジェクトを実施研究グループ

ごとに、(1)超音波 PA 計測による空中・水中での物体形状の可視化（国立大学法人大阪大学（以

下、「大阪大学」と略す。））、(2)空中超音波 PAデバイスの開発（学校法人日本大学（以下、「日本

大学」と略す。））、(3)高フレームレート PAによる粒子浮遊環境下での可視化スキームの構築（国

立大学法人東北大学（以下、「東北大学」と略す。））、(4)高強度ガンマ線環境に対応する超音波計

測手法の開発（大阪大学）の 4項目に分けて実施している。 

 令和 6年度において、(1)では空中での視界不良環境を模擬するために、蚊取り線香の煙を充満

したコンテナを用い、そのなかで空中超音波波形計測を行った。また、水中での視界不良環境を

模擬するために、アルミナスラリーを用いた。いずれの場合にも、わずかな波形変化はみられる

ものの、十分な強度の超音波波形が得られることが示された。さらに、水中での実験において、

少ない送受信点ながらも可視化実験を行ったところ、水中でもスラリー中でも同様に物体の可視

化可能性があることがわかった。 

 (2)では、空中超音波センサの音場を計測したうえで、PAデバイスの設計を進めた。 
 (3)では、水中での可視化を想定し、粒子浮遊環境において可視化を実現するスキームを構築し

た。さらに、令和 7 年度以降の研究に必要となる粒子浮遊環境を模擬する実験設備を製作した。

また、有限要素解析を用いて 128ch.の超音波 PA プローブの特性を解析し、令和 7 年度必要とな

る超音波 PAプローブの性能を評価した。 

 (4)では、長距離ケーブルを取り付けた場合の超音波計測を行った。大阪大学産業科学研究所付

属量子ビーム科学研究施設のコバルト 60 照射施設において、250 Gy/h 程度の高線量をケーブル

に照射した環境で波形計測を行ったところ、照射による影響が全くないといってよいレベルであ

った。また、ケーブル長により波形の減少と 5 ns/m～6 ns/m程度の遅延が確認された。波形が減

少する対策として、高線量下で利用できる前置振幅の設計を行った。 
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1. はじめに 

1F廃炉における燃料デブリ取り出しについて、気中、冠水、充填固化など種々の工法が検討さ

れている。いずれの工法でも燃料デブリの取り出し時には、デブリの破砕作業による粉じんや懸

濁液のため視界不良となり、カメラを用いて空間を可視化することができない。安全に破砕作業

を行うためには、工具の刃先位置やデブリ位置、周囲の構造物の位置などを正確に把握しながら

作業を進めなくてはならず、デブリ取り出し作業のための新たな空間認識・物体可視化技術が必

要となっている。超音波を用いた可視化手法は、小さな粉じんや懸濁粒子に対し通り抜ける（回

折する）性質をもち、かつ高線量下でも利用できる手法として期待できる。 

本研究では、このような視界不良・高線量下における空間認識技術として、PAによる可視化手

法を確立することを目的とする。 

空中・水中両方での物体形状の可視化技術の開発を目指し、プロジェクトを実施研究グループ

ごとに、(1)超音波 PA 計測による空中・水中での物体形状の可視化（大阪大学）、(2)空中超音波

PA デバイスの開発（日本大学）、(3)高フレームレート PA による粒子浮遊環境下での可視化スキ

ームの構築（東北大学）、(4)高強度ガンマ線環境に対応する超音波計測手法の開発（大阪大学）

の 4項目に分けて実施する。 
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2. 業務計画 

2.1 全体計画 

 項目(1)～(4)について、表 2.1-1 の線表に示す計画で実施を予定している。実施項目(1)は、

国立大学法人大阪大学大学院工学研究科機械工学専攻（以下、「阪大機械」と略す。）のグループ

（林高弘、森直樹）が実施し、実施項目(4)は国立大学法人大阪大学大学院工学研究科環境エネ

ルギー工学専攻（以下、「阪大環境エネルギー」と略す。）のグループ（沖田隆文、村田勲、佐藤

文信、帆足英二、玉置真悟）が実施する。実施項目(2)、(3)は再委託先分担研究者として、それ

ぞれ日本大学（大隅歩）、東北大学（小原良和）が担当する。 

 

表 2.1-1 全体計画 

実施項目 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

(1)超音波 PA計測による空中・水中での 

物体形状の可視化（大阪大学） 

・超音波センサの周波数帯域決定のため 

の基礎実験 

・超音波 PA システムの製作 

・物体形状可視化実験 

・PA バッファの設計・製作 

・視界不良・高線量下での可視化実験 

(2)空中超音波 PA デバイスの開発 

（日本大学） 

・空中超音波 PA 用センサの選定と評価 

・空中超音波 PA の回路設計および製作 

・空中超音波 PA の送受信システムの 

構築・評価 

・空中超音波 PA の送受信システムの 

最適化 

(3)高フレームレート PAによる粒子浮遊

環境下での可視化スキームの構築 

（東北大学） 

・高フレームレート計測システムの構築 

・粒子浮遊システムの構築 

・超音波 PA 用センサの設計・試作 

・視界不良下での可視化実験 

(4)高強度ガンマ線環境に対応する超音

波計測手法の開発（大阪大学） 

・超音波センサへの放射線影響の評価 

・耐放射線性を有した前置増幅器の開発 

・耐放射線性を有した前置増幅器の 

対放射線特性評価 
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2.2 実施体制 

超音波計測・非破壊検査という研究分野による枠組みとして、阪大機械、日本大学、東北大学

のグループが参画し、大阪大学大学院工学研究科フューチャーイノベーションセンター テクノ

アリーナの「東京電力福島第一原子力発電所事故調査チーム 1F-2050」という分野横断的な枠組

みで阪大環境エネルギー、阪大機械が参画するチーム構成となっている。 

また、検査現場の経験が豊富な非破壊検査株式会社の安全工学研究所のメンバーとも連携し

て進めており、現場での超音波計測や放射線管理の実情について、都度相談できる体制となって

いる。図 2.2-1に実施体制図を示す。 

 

 
図 2.2-1 実施体制図 
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2.3 令和 6年度の成果の目標および業務の実施方法 

  2.3.1 超音波 PA計測による空中・水中での物体形状の可視化 

   (1) 超音波センサの周波数帯域決定のための基礎実験 

 粉じんや懸濁液に見立てた模擬的なダスト環境を再現し、超音波計測が可能な実験設備

を製作したうえで、超音波パルスエコー計測により、ダストによる視界不良下において利

用できる超音波の周波数帯域を決定する。模擬ダストとして、粒子径が調整されたアルミ

ナ粒子等の入手しやすい粒子を使用し、浮遊させるアルミナ等の体積濃度を変化させた場

合に、種々の周波数に対する超音波減衰特性を空中および水中にて計測する。 

   (2) 超音波 PA システムの製作 

上記(1)の基礎実験の結果をもとに超音波センサの仕様を決定し、そのセンサを複数備

えた PA システムを検証しながら、最適構成を設計する。用いる周波数に依存してシステ

ム全体の構成が変わるため、センサの個数や必要な増幅器の数、AD（Analog Digital）変

換器の数等は適宜検討する。 

 

  2.3.2 空中超音波 PA デバイスの開発 

   (1) 空中超音波 PA用センサの選定と評価 

空中超音波の放射音場および放射音圧に関し、距離減衰・指向性・音圧強度を評価する。

そのために必要な機器を統合した特性計測用評価システムも構築する。 

   (2) 空中超音波 PAの回路設計および製作 

選定した空中超音波 PA 用センサの寸法、電気的特性に基づいて、回路設計を行う。設

計完了後、回路図に基づいて空中超音波 PAを製作する。 

 

  2.3.3 高フレームレート PA による粒子浮遊環境下での可視化スキームの構築 

   (1) 高フレームレート計測システムの構築 

平面波送信をベースとした高フレームレート可視化アルゴリズムを定式化する。 

   (2) 粒子浮遊システムの構築 

水中の粒子浮遊環境を模擬するシステムを構築する。 

   (3) 超音波 PA 用センサの設計・試作 

高フレームレート計測で利用する音場解析を行い、令和 7年度以降に浮遊粒子環境下で

の計測で用いる水浸用超音波 PA用センサの基本仕様を決定する。 

 

  2.3.4 高強度ガンマ線環境に対応する超音波計測手法の開発 

   (1) 超音波センサへの放射線影響の評価 

コバルト 60 照射施設等を利用して、超音波センサと同軸ケーブルが放射線照射された

環境での超音波信号の伝送試験を行う。 

超音波送信周波数は、空中用に 40 kHz、 水中用に 200 kHzを想定して、それぞれの周

波数について調査を実施する。また、放射線照射環境における超音波伝送ケーブルの長さ

の変化による影響を評価するため、同軸ケーブルの長さ（最大 100 m）をパラメータとし

た試験により放射線照射効果についての調査を実施する。 

 

  2.3.5 研究推進 

研究代表者のもとで各研究項目間ならびに廃炉環境国際共同研究センター（CLADS）等と

の連携を密にして研究を進める。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を

開催する。 
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3. 実施内容および成果 

3.1 超音波 PA計測による空中・水中での物体形状の可視化 

本節では、超音波 PA計測により、空中および水中において物体形状を可視化する取り組み

に関して報告する。令和 6年度は、PA計測システムを令和 7年度以降に製作していくための準

備として、空中および水中での視界不良下において利用できる周波数帯域を確認し、PAシステ

ムの設計を行っていく。 

3.1.1 超音波センサの周波数帯域決定のための基礎実験 

(1) 空中での超音波計測実験 

① 空中での視界不良空間の再現 

はじめに、空中での視界不良空間を再現するため、図 3.1-1(a)のようなコンテナを製

作した。コンテナの外寸法は 600×600×1000 mm3で内部がみえるようにアクリル板で覆

った。コンテナ内に空中超音波センサを図のように対向させ、センサ間距離 200、400、

600、800 mmで透過波形を計測した。 
当初、水中の場合にも利用するアルミナ粉をファンで循環させて、視界不良環境を再

現することを考えていたが、アルミナ粉に対し視界不良になる程度の揚力を得るには、

かなりの暴風が必要であることが試行実験によりわかってきた。そこで、ここでは蚊取

り線香の煙をコンテナ内に充満させることとした。蚊取り線香の煙は、その粉じんの径

の中央値が 0.54 µm、0.58 µmなどと報告されており[1]、本実験で用いた蚊取り線香の

煙についても同程度の粒子で構成されていると考えられる。また、蚊取り線香を数 cm程

度に分割し、20個ほどを点火してコンテナ内に置いておくと、5分ほどで図 3.1-1(c)の

ように煙が充満し視界不良空間を再現することができた。 

 

 
(a)コンテナ外形図とセンサ位置 

 

  
(b)煙がない視界良好状態   (c)煙が充満した視界不良状態 

図 3.1-1 空中での超音波計測実験用コンテナ 
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② 計測システム 

 図 3.1-2に空中超音波計測に用いた計測システムを示す。空中超音波センサは、公称中心

周波数 40 kHzの防滴センサ（日本セラミック株式会社、PT40-18/PR40-18）と公称中心周波

数 25 kHzの開放型センサ（Prowave、250ST160）の 2種類とした。これらの空中超音波セン

サは数 V の印加電圧でも十分に超音波を出力できるので、これらの駆動にはファンクショ

ンジェネレータ（NF 回路ブロック設計、WF1944）を用いた。対向する超音波センサで受信

された電圧信号は、自作の増幅器により 60 dB増幅し、AD変換器（PicoScope、5243D）で

デジタル信号として PCへ転送した。PC内では、LabVIEW上でフィルタや波形収録などが行

えるほか、ファンクションジェネレータや AD変換器の設定変更を行えるようにしている。 
 

 
図 3.1-2 用いた計測システム 

 

③ 計測結果 40 kHz の場合 

図 3.1-3 は、煙が全くない視界良好の場合(a)と煙が充満した視界不良の場合(b)での各

距離における計測波形である。このとき、出力側のセンサへの印加電圧信号は 40 kHz、2 Vp-p、

10 サイクルの正弦バースト波とした。図 3.1-4 は、これらの波形の最大電圧（振幅）につ

いて、空気の場合と煙を含む視界不良の場合とで比較した図である。煙がある場合のほうが、

やや振幅が小さくなる傾向を示したが、いずれの距離でも十分な波形が計測できた。センサ

への印加電圧は、数十 Vp-p 程度まで上昇させることができることを考えると、煙の存在に

よる波形への影響は小さいといえる。 

 
(a)視界良好状態（空気）    (b)視界不良状態（煙） 

図 3.1-3 40 kHz の場合における種々の伝搬距離での計測波形 
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図 3.1-4 距離に対する信号強度の比較 

 

次に、超音波センサ間距離による波形到達時刻の変化について検討した。超音波波形の到

達時刻の算出方法として、波形の最大ピーク値を示す時間位置を求めるピーク方式、波形が

ゼロ点を交差する時間位置を求めるゼロクロス方式、入射波形と最もよく相関が得られる

時間位置を到達時刻とする相互相関方式、あるしきい値と交差する時間位置を求めるしき

い値方式など、用途に応じてさまざまな手法が採用されている。超音波距離計では、受信波

形の包絡線をダイオード検波回路により取得し、その値があるしきい値を超える時刻を到

達時刻として採用することが多いため、ここではしきい値方式により検討した。 

図 3.1-5 は、図 3.1-3(a)の距離 200 mmにおける波形の到達初期の時刻を拡大した図であ

る。赤線は、波形データをヒルベルト変換したデータを虚部に、波形データを実部にした複

素データの絶対値により得られた波形の包絡線である。しきい値として 0.1 V と設定した

場合、到達時刻は 0.79 msと読み取ることができる。同様の方式により、視界良好下の 4点

で取得した到達時刻をグラフにしたものが図 3.1-6である。超音波距離計などでは、このよ

うな実測したベースデータとの対比により距離を出力している。ここでは視界良好時に計

測された 4点から以下の直線近似式を取得し、これから視界不良時の距離を算出した。 

 

距離(mm) ＝320.5 × (時間(ms)－0.16) (3.1-1) 

 

表 3.1-1 には、四つのセンサ間距離に対する視界良好時の到達時刻、視界不良時の到達時

刻、上述の方法より得られた視界不良時の計測距離と実際の距離との誤差を示す。これより、

視界不良下においても 6 mm（1.5%）以下の誤差で距離が得られていることがわかる。今回、

センサの設置を手動で行い、数 mmの誤差はありうることを考えると、現状では十分な距離

精度で計測できたと考えている。 

一方で、波のかたまり（波束）全体をみると、センサ間距離が大きいほど波形が乱れてい

るようにみえる。これは、コンテナ壁面や床面から反射して受信センサに到達する波が影響

していると考えられる。しかし、これらの波形は伝搬距離が直接到達波より長いため、初期

の波形にはあまり影響せず、表3.1-1でみられた程度の距離精度で計測できたと考えられる。 

なお、全ての計測は室温約 11 ℃で行われており、(3.1-1)式の傾きは 338.1 m/sとなる

ことが知られているが、ここでは 320.5 m/sとなっており、今後、計測系固有の誤差を検証

する必要がある。 
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図 3.1-5 図 3.1-3(a)の距離 200 mmにおける波形の到達初期の時刻の拡大図 

 
図 3.1-6 視界良好時におけるセンサ間距離と到達時刻の関係（40 kHzの場合） 

 

表 3.1-1 しきい値を 0.1 Vとした場合の到達時刻および補正曲線から見積もられる距離（40 kHz） 

センサ

間距離 

(mm) 

しきい値 0.1 Vに

おける時刻（ms） 

視界良好時 

しきい値 0.1 Vに

おける時刻（ms） 

視界不良時 

補正直線から見積も

られた視界不良時に

おける算出距離 (mm) 

補正直線から見積も

られた距離と実際の

距離との差 (mm) 

200 0.79  0.78 198.7 -1.3(0.65%) 

400 1.40 1.39 394.2 -5.8(1.45%) 

600 2.03 2.02 596.1 -3.8(0.63%) 

800 2.66 2.66 801.2 1.2(0.15%) 

 

次に、超音波センサを距離 800 mmの位置に固定して、煙が充満した状態から徐々に煙が

減っていく過程での波形の変化を観察した。煙は充満させた状態からコンテナの上板の一

部を開けることで、5分程度で煙のない状態にした。その際、計測の状態をカメラで撮影す

ると同時に受信波形を収録した結果が図 3.1-7 である。波形は 1 秒ごとに収録しており、

横軸を計測時間、縦軸を最大電圧値（振幅）として表示したものを図 3.1-8に示す。波形の

変化はみられるものの、振幅はほとんど変化せず、煙が信号強度には大きな影響を与えない

ことがわかる。 
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図 3.1-7 視界不良状態から視界良好状態へ遷移する際の波形の変化とコンテナ内の状態 

（40 kHzの場合） 

 

 
図 3.1-8 視界不良状態から視界良好状態へ遷移する際の振幅変化 

（40 kHzの場合） 

 

 図 3.1-7の波形に対し、同様にしきい値を 0.1 Vを超える時刻を表 3.1-2に示す。また、

この到達時刻に加え、(3.1-1)式から求められる距離、実際の距離 800 mmとの誤差および視

界良好時（300 s）との誤差もあわせて数値として示した。設置位置が 800 mmから少しずれ

ていたのかもしれないが、視界良好時において(3.1-1)式で求められる距離の誤差が大きか

った。これにより全体に距離と実際の距離 800 mmとの差は大きく見積もられたが、視界良

好時からの誤差は 10 mm 以下で推移しており、初期到達波形を安定して計測できているこ

とが示されている。 
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表 3.1-2 しきい値を 0.1 Vとした場合の到達時刻および補正曲線から見積もられる距離

（種々の視界不良状態に対して、40 kHz） 

遷 移

時 間

(s) 

しきい値 0.1 V

における時刻

（ms） 

補正直線から見積もら

れた視界不良時におけ

る算出距離 (mm) 

補正直線から見積もら

れた距離と実際の距離

800 mmとの差 (mm) 

視界良好時 300 

s と の 誤 差 

(mm) 

0 2.60 782.0 -17.9(-2.2%)  -3.2(-0.4%) 

60 2.63 791.6 -8.4(-1.0%)  6.4(0.8%) 

120 2.59 778.8 -21.2(-2.6%) -6.4(-0.8%) 

180 2.58 775.6 -24.4(-3.0%) -9.6(-1.2%) 

240 2.61 785.2 -14.8(-1.8%) 0(0%) 

300 2.61 785.2 -14.8(-1.8%) - 

 

 

④ 計測結果 25 kHz の場合 

 次に、25 kHzの超音波センサを用いて同様の計測を行った。25 kHz の超音波センサでは

ファンクションジェネレータより、25 kHz、0.2 Vp-p、10サイクルの正弦バースト波を出

力した。電圧値は 40 kHzの場合の 1/10である 0.2 Vp-pであるが、図 3.1-9に示すような

十分な波形が得られている。40 kHzの場合同様、図 3.1-10に最大振幅値と距離のデータを

プロットし、煙の有無により振幅の大きな差異がみられないことを確認した。 

 

 
(a) 視界良好状態（空気）           (b)視界不良状態（煙） 

図 3.1-9 25 kHz の場合における種々の伝搬距離での計測波形 
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図 3.1-10 距離に対する信号強度の比較 

 

次に、40 kHzの場合と同様に、超音波センサ間距離による波形到達時刻の変化について

検討した。同様にしきい値を 0.1 Vとして、それを最初に超える時刻を到達時刻として記録

した。図 3.1-11 に視界良好時の到達時刻をプロットしたグラフおよびその 4点から近似し

た直線を示す。この直線は以下の式のように示された。 

距離(mm) ＝317.5 × (時間(ms)－0.18) (3.1-2) 

40 kHzの場合と同様に、全ての計測は室温約 11 ℃で行われており、(3.1-2)式の傾きは

338.1 m/sとなるべきであるが、ここでは 317.5 m/sとなっており、今後、計測系固有の誤

差を検証する必要がある。 

 

 

 
図 3.1-11 視界良好時におけるセンサ間距離と到達時刻の関係（25 kHzの場合） 

 

同様の到達時刻算出方法と(3.1-2)式から得られる距離についての数値データを表3.1-3に

示す。表によると最大 9.5 mmの誤差となっているが、表 3.1-1と同程度であり、概ね安定

して計測できたといえる。 
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表 3.1-3 しきい値を 0.1 V とした場合の到達時刻および 

      補正曲線から見積もられる距離（25 kHz） 

セ ン サ

間 距 離 

(mm) 

しきい値 0.1 V

における時刻

（ms） 

視界良好時 

しきい値 0.1 V

における時刻

（ms） 

視界不良時 

補正直線から見積も

られた視界不良時に

お け る 算 出 距 離 

(mm) 

補正直線から見積も

られた距離と実際の

距離との差 (mm) 

200 0.83  0.82 203.2 3.2(1.6%) 

400 1.40 1.41 390.5 -9.5(-2.4%) 

600 2.09 2.09 406.4 6.4(1.1%) 

800 2.70 1.68 793.8 -6.2(-0.8%) 

 

 

最後に、800 mm の距離において、煙が充満した状態（0 s）から徐々に煙を除いていった

場合の波形の変化とコンテナの写真を図 3.1-12に、最大電圧値（振幅）変化を図 3.1-13に

示す。40 kHzの場合（図 3.1-8）と同様に、波形の変化はみられるものの、最大振幅値はほ

とんど変わらず、煙の影響が大きくないことが確認できた。 
 

 

 
図 3.1-12 視界不良状態から視界良好状態へ遷移する際の波形の変化とコンテナ内の状態 

（25 kHzの場合） 
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図 3.1-13 視界不良状態から視界良好状態へ遷移する際の振幅変化 

（25 kHzの場合） 

 

同様に到達時刻の変化について、表 3.1-4にその値を示す。視界良好時との誤差は 12.7 mm

（1.6%）程度であることが示された。 

 

表 3.1-4 しきい値を 0.1 Vとした場合の到達時刻および補正曲線から見積もられる距離

（種々の視界不良状態に対して、25 kHz） 

遷 移

時 間

(s) 

しきい値 0.1 V

における時刻

（ms） 

補正直線から見積も

られた視界不良時に

お け る 算 出 距 離 

(mm) 

補正直線から見積も

られた距離と実際の

距離 800 mm との差 

(mm) 

視界良好時 300 s

との誤差 (mm) 

0 2.66 787.4 -12.6(-1.6%) 12.7(1.6%) 

60 2.63 777.9 -22.1(-2.8%) 3.2(0.4%) 

120 2.61 771.5 -28.5(-3.6%) -3.2(-0.4%) 

180 2.66 787.4 -12.6(-1.6%) 12.7(1.6%) 

240 2.64 781.1 -18.9(-2.4%) 6.35(0.8%) 

300 2.62 774.7 -25.3(-3.2%) - 

 

 

⑤ 空中での物体形状の可視化の実用化に対する今後の課題 

煙のような粒子が充満する空間において、超音波波形が問題なく計測できることは示

された。今後は、得られる物体形状の可視化像への影響について、可視化実験を繰り返

し、評価していく必要がある。実用上は、視界不良の要因が煙のような小さい浮遊粒子

ではなく、水蒸気や切削による粉じんといった種々の様態が考えられるため、より優先

度の高いニーズに関する情報収集をしながら、検討していく必要がある。特に、粉じん

濃度や温度に分布がある場合、その箇所の超音波音速が局所的に変化すると考えられ、

それが可視化像に影響を及ぼすと予想される。その影響が大きい場合は、その補正方法

についても検討が必要である。 
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(2) 水中での超音波計測実験 

① 水中での視界不良空間の再現 

次に、水中での視界不良空間での超音波計測について検討していく。水の場合には、

アルミナ粒子を分散させることによって、白色の懸濁液であるアルミナスラリーが形成

されることが知られている。ここでは、中心粒径 0.60 µmのアルミナ粉（住友化学株式

会社、AKP-15）と 0.20 µmのアルミナ粉（住友化学株式会社、AKP-50）、分散剤として高

分子電解質であるポリカルボン酸アンモニウム（中京油脂株式会社、セルナ D-305）を用

いた。 
図 3.1-14 は、アクリル容器中に種々の体積濃度のアルミナスラリーを入れた場合の

写真である。左半分にアルミニウム板が水没しており、アルミニウム板の表面から手前

側のアクリル内面までの距離は 44 mmである。また、右半分のアクリル容器の内面間距

離は 94 mmである。AKP-15 の場合には、10 volppmであっても 94 mm先のアクリル板は

ほとんどみえておらず、44 mm 先のアルミ表面も不鮮明であり、視界不良といえる。ま

た、これらの中心粒径 0.60 µm、0.20 µmというのは、蚊取り線香の煙と同程度であり、

光の散乱（ミー散乱）が同様に起こった結果、視界不良の状態になっていると考えられ

る。 
 

 
     図 3.1-14 アルミナスラリーを用いた水中での視界不良状態 

 

 

② 懸濁液中での超音波計測システム 

次に、種々の距離における懸濁液中での計測を行うための実験装置および計測容器を

図 3.1-15に示す。超音波パルサレシーバ（JSR DPR300）から出力されたパルス電圧によ

り、水中用の超音波探触子からパルス状の超音波が出力される。本項では、中心周波数

の異なる水浸超音波探触子（インサイト株式会社、IX00519B(0.5 MHz)、IX0119M(1.0 MHz)、

IX0219R(2.25 MHz)）を用いた。水浸超音波探触子から出力される縦波は、水中を下方向

に 70 mm 伝搬した後に方向変換器により、水平方向に向きを変え、距離 l だけ離れたア

ルミブロック表面で反射して、もとの探触子に戻る。本項では、l を 80 mmから 380 mm

の範囲で変化させ、片道距離（l＋70 mm）を 150、200、250、300、350、400、450 mmと

して波形を計測した。 
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図 3.1-15 実験装置および計測容器 

 

③ 波形計測結果 

 はじめに視界良好な水中での波形を図 3.1-16、図 3.1-17に示す。片道距離 150 mm、

使用した超音波探触子が IX0119M(1.0 MHz)の場合である。探触子にパルス信号を与え超

音波を入射する瞬間を 0 sとしており、約 0.2 msの時間位置に第 1反射波が得られてい

る。これは、ちょうど水中（約 1500 m/s）を往復距離 150 mm×2だけ伝搬した時間に対

応している。また、その後、等間隔の時間位置に現れる徐々に小さくなる波形がアルミ

板と探触子表面間を往復した波形であり、図 3.1-16 では 5 往復した波形まで確認でき

る。図 3.1-17 は図 3.1-16 の波形部分を拡大した図であり、青線のしきい値により到達

時刻を計測した値が表 3.1-5 である。あわせて水温 11 ℃のときの超音波の水中音速

1460 m/s を用いて算出される伝搬距離と実際の距離との誤差を表中に示した。往復伝搬

距離が 900 mmまでは、信号レベルが大きいため 7.2 mm以下の誤差で計測できていたが、

1200 mm、1500 mmの場合には、信号レベルが小さく、しきい値も変更しなくてはならな

い程度であったので、計測誤差が大きくなったと考えられる。 

 

 
図 3.1-16 受信波形（水、片道距離 150 mmの場合） 
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        (a)0.20-0.23 ms      (b)0.40-0.43 ms 

 

 
(c)0.60-0.63 ms       (d)0.80-0.83 ms 

 

 
 (e)1.02-1.04 ms 

 

図 3.1-17 図 3.1-16の拡大図 

（青線は到達時刻を決定するためのしきい値） 

 
 

表 3.1-5 種々の往復距離に対する到達時刻 

 往復距離 

(mm) 

しきい値における 

時刻（ms） 

水の音速を 1460 m/s

とした場合の距離(mm) 

実際の距離との差 

(mm) 

1波 300 0.204 297.8 -2.2(-0.72%) 

2波 600 0.406 562.8 -7.2(-1.21%) 

3波 900 0.612 893.5 -6.5(-0.72%) 

4波 1200 0.812 1185.5 -14.5(-1.21%) 

5波 1500 1.018 1486.3 -13.7(-0.91%) 
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次に、水および種々の体積濃度のスラリー中において、（片道）距離を変化させて同様

の計測を行った結果が図 3.1-18である。(a)が水の場合、(b)(c)が 100 volppmの場合、

(d)(e)が 200 volppm の場合で、いずれも視界不良の状態であり、(b)(d)が AKP-15（平

均粒径 0.6 µm）、(c)(e)が AKP-50（平均粒径 0.2 µm）の場合である。いずれも明瞭な第

1 反射波が得られており、この距離であればスラリーによる懸濁の影響で波形が消失す

ることはないといえる。 
図 3.1-19 はこの第 1 反射波の最大電圧値を各濃度、距離によりプロットした図であ

り、(a)が AKP-15、(b)が AKP-50の場合である。わずかであるがアルミナの体積分率が大

きくなるほど振幅が小さくなる傾向が確認できる。また、図 3.1-20は超音波の距離によ

る減衰率でまとめた図であるが、こちらでは濃度による大きな差異が認められなかった。 

つまり、1.0 MHzにおいて、用いたアルミナスラリーでは、視界良好時（水）と視界不

良時（スラリー）による波形の差異は大きくないことが確認できた。 
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(a)0 volppm（水） 

 

 
(b)AKP-15（平均粒径 0.6 µm）  (c)AKP-50（平均粒径 0.2 µm） 

100 volppm（視界不良）      100 volppm（視界不良） 

 

 
(d)AKP-15（平均粒径 0.6 µm）   (e)AKP-50（平均粒径 0.2 µm） 

200 volppm（視界不良）      200 volppm（視界不良） 

 

図 3.1-18 異なるスラリー濃度および異なる懸濁粒子による受信波形の比較 
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(a)AKP-15（平均粒径 0.6 µm）             (b)AKP-50（平均粒径 0.2 µm） 

   図 3.1-19 異なるスラリー濃度および異なる懸濁粒子による振幅比較 

 

 

 
図 3.1-20 異なるスラリー濃度および異なる懸濁粒子による超音波減衰率の比較 

 

次に、異なる周波数で種々の（片道）距離で計測した波形を図 3.1-21に示す。信号の

強弱は、探触子の特性や超音波の指向性に依存することから、周波数により異なってい

るが、いずれの場合も第 1 反射波が明瞭に計測されており、スラリー中であっても水と

大きく変化しないことが確認できる。 

これらの結果から、ここで用いた周波数範囲 0.5 MHz～2.25 MHzにおいて、視界不良

となるようなアルミナスラリーであっても十分な強度の波形が収録できることが示され

ている。例えば、今回の波形において図 3.1-17で用いた小さいしきい値 0.02 Vがノイ

ズに埋もれるレベルと考え、図 3.1-19から計測できる距離を概算すると、往復伝搬距離

で 1 m程度であれば十分に計測可能だと考えられる。一方、PAによる可視化は超音波の

伝達可能距離とは別に、近距離音場限界による可視化可能距離による制限もある。 
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(a)0.5 MHz、0 volppm（水）      (b)2.25 MHz、0 volppm（水） 

 

 
(c)0.5 MHz、100 volppm（視界不良）      (d)2.25 MHz、100 volppm（視界不良） 

 

 
(e)0.5 MHz、200 volppm（視界不良）    (f)2.25 MHz、200 volppm（視界不良） 

 

図 3.1-21 異なる周波数による波形の比較（AKP-15） 
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④ 少ない探触子位置による PA可視化トライアル試験 

 本研究における水中や空中での空間認識技術は、最終的には、多数の超音波振動素子

を備えた PA プローブにより行う。ここではその前段階として、移動ステージに水浸超音

波探触子を取り付け、水中内の物体の可視化を試みる。PAプローブは多数の超音波素子

が決められた間隔で配置されたものであり、その構造の複雑さから通常の水浸超音波探

触子に比べ非常に高価である。そのため、研究・開発の試行錯誤段階では、周波数や素

子配置が最適な仕様を決定するのは容易ではない。本方法は、送受信の超音波探触子 1個

ずつで実現可能であり、可視化を最初に試みる検証実験として適している。  

 図 3.1-22 は超音波送受信探触子の走査装置である。はじめに中心周波数 1.0 MHzの受

信探触子と送信探触子（IX0119M(1.0 MHz)）を図 3.1-22(b)のように置き、受信探触子の

み走査して計測したのち、送信探触子を 1 ステップ分移動させた後に、受信探触子を同

じように走査する。このとき送受信探触子が干渉しないようにこれら二つは y方向に 50 mm

離すようにし、y方向の走査ピッチは 100 mmとした。x方向の走査ピッチは 40 mmとし、

送信探触子を 5×2、合計 10 点、受信探触子を 5×3、合計 15点だけ x、y 方向に走査し

た。この走査には自動 XYステージ OSMS33-XY（ストローク 300 mm×300 mm）と SGSP26-200XY

（ストローク 200 mm×200 mm）を用い、ステージ（シグマ光機株式会社、SHOT302）によ

り制御した（図 3.1-23）。 

 直径 700 mm、高さ 650 mmの円筒形のポータブルバスタブに、水またはスラリーを高さ

300 mm程度入れて、そのなかで送受信探触子を移動させた。スラリーは、AKP-15で体積濃

度 10 volppmのものを用いた。前述の結果より、超音波の伝搬特性はスラリーの体積濃度

によらずほとんど変化しないといえるため、以降は薄いものの視界不良といえる AKP-15の

10 volppmのスラリーで検討を進める。これは図 3.1-14の右上図に示したものである。 
 形状を可視化する物体は、図 3.1-22(b)(c)に示したとおり、アルミフレームによる矩

形物体と中実のアルミブロックが積み重なったものとし、探触子からの距離は(c)に示す

とおりである。 
図 3.1-23は用いた実験装置である。超音波パルサレシーバ（JPR、DSP300）から出力さ

れたパルス状の高電圧信号は送信探触子に印加されると、送信探触子から広帯域の超音波

が発生し、水中、スラリー中を伝搬する。物体表面や角部からの反射波や散乱波が受信探

触子で受信され、微弱な受信電圧信号がパルサレシーバを経由して増幅され、AD 変換器

（PicoScope、5243D）でデジタル変換され、パソコンに取り込まれる。取り込んだ波形デ

ータは、全ての走査を終了すると 10×15＝150個あり、それをもとに TFM（Total Focusing 

Method）と呼ばれる画像化アルゴリズム[2][3]を利用して画像を取得した。今回、パルサ

レシーバからのトリガ信号を AD 変換器が正しく取り込まなかったため、一度ファンクシ

ョンジェネレータを介してトリガ信号の時間幅を変更することで計測を可能にした。 
図 3.1-24、図 3.1-25は可視化結果を示しており、(a)は y方向中央位置の断面図であ

り、(b)はその断面位置による可視化結果、(c)は y 方向も含めた点群データとして表記

した可視化結果である。図 3.1-24 が水中で計測した場合の結果であり、図 3.1-25 が視

界不良の状況を模擬した 10 volppmのスラリー中における結果である。(a)中に示された

①、②、③の位置が(b)中の①、②、③に対応している。送信点、受信点が極端に少ないも

のの、①～③の位置は概ねよい位置に表示されていることがわかる。点群データ(c)におい

ても、反射面の位置はわかる程度に示されている。これらの傾向は、透明の水（図 3.1-24）、

視界不良環境のスラリー（図 3.1-25）のいずれの場合でも、同様の傾向を示しており、視

界不良であっても超音波を使って可視化の可能性が十分にあることが示されたといえる。
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(a)全体図 

 

  
 (b)走査ピッチ           (c)探触子からの距離 

図 3.1-22 超音波送受信探触子の走査装置 

 

 
 

 
図 3.1-23 計測装置 

ステージコントローラー 

AD 変換器、 

ステージコントローラー 

の操作信号処理 
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(a) 実際の物体位置を示す断面図（(b)の可視化結果に対応） 

   
(b)中央断面内の可視化結果      (c)群データとして表示した 3次元結果 

        図 3.1-24  水中にある物体の可視化結果（FMC、1 MHzによる） 
 
 

 
(a)実際の物体位置を示す断面図（(b)の可視化結果に対応） 

  
(b)中央断面内の可視化結果  (c)点群データとして表示した 3次元結果 

  図 3.1-25  視界不良なスラリー中にある物体の可視化結果（FMC、1 MHzによる） 
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3.1.2 超音波 PAシステムの製作 

(1) 空中超音波 PAシステムの構築 

① 装置構成の決定 

 前項までの結果から、25 kHz、40 kHz の空中超音波センサは、煙による視界不良下で

も問題なく計測することができることが示された。この結果をもとに、図 3.1-26のよう

な装置構成による PA システムを提案する。まず、超音波送信側は、送信超音波センサか

ら同時に超音波を出力する PWI（Plane Wave Imaging）方式を想定し、全ての送信センサ

をファンクションジェネレータに並列につなぎ、同時に駆動する。各センサを個別に駆

動する TWM方式を試す場合には、リレーを PCから制御して、超音波の送信を複数の送信

センサから個別に出力されるようにする。ファンクションジェネレータからは多くの場

合10 Vp-pまで出力できるが、それ以上に出力が必要な場合はパワーアンプを利用する。 
次に、受信側の構成のうち、AD 変換器を NI 社の USB-6453に決定した。この機種は、

25 kHz、40 kHz といった周波数帯域において、多チャンネルで受信できる最も経済的な

AD 変換器である。16ch.で受信時に 1 MS/s で同時計測することが可能であり、32ch.受

信時には、内部リレーを使って 500 kS/s で計測することができる。これは、上記の周波

数の空中超音波センサでは、十分な周波数帯域をカバーしており、今後、仮に空中超音

波センサが 100 kHz 程度までの高い周波数帯域まで利用する場合でも、計測可能な仕様

となっている。この AD 変換器を適切に活用するためには、受信空中超音波センサからの

微弱信号（µV から数 mV オーダー）を 100 mV から 2 V 程度の範囲に増幅する必要があ

る。そこで、増幅器（アンプ）の自作を考えている。空中超音波は、超音波距離計など

で広く種々の分野で利用されていることから、その受信に欠かせないアンプの情報は入

手しやすく、空中超音波センサのデータシートなどをもとに、図 3.1-27 のようなアンプ

回路を設計した。 
 

 
図 3.1-26 設計した装置構成 

 

40 kHzの空中超音波センサは、図中左に示すような等価回路となっている。各素子の

値は、3.1-1 項(1)で使用した防滴センサ（日本セラミック株式会社、PT40-18/PR40-18）

のカタログ値である。空中超音波センサ内の振動子が微弱な信号源となっており、約 40 kHz

で共振するように作られている。その微弱信号は 2 段のアンプによってあわせて 60 dB

増幅する。その間、ハイパスフィルタを適切に配置し、今後必要であれば、ローパスフ

ィルタのためのコンデンサを増設する。 
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図 3.1-27 試作中の空中超音波アンプの回路図 

 

(2) 水中超音波 PAシステム 

水中用の超音波 PA システムは、現有装置（ディービー株式会社製、Explorer 64/64）

を利用する。本装置は、64ch.まで送受信可能であり、PWI、TFMいずれも対応可能である。

また、PAプローブを用意すれば、0.5 MHz～1.0 MHz程度の周波数でも送受信可能である。

そのため、PAプローブを準備し、水中での可視化を検討していく。 
 

3.1.3 まとめ 

令和 6 年度は、視界不良となる環境における超音波計測を実施した。空中の場合は、蚊取

り線香の煙を利用し、25 kHzと 40 kHzの周波数特性をもつセンサにより波形計測実験を行

ったところ、いずれの周波数でも煙による視界不良下でも問題なく波形計測が可能であるこ

とが示され、今後、空中においてはこれらの周波数を用いていくことが決定された。水中の

場合はアルミナスラリーを利用し、0.5 MHz、1 MHz、2.25 MHzの周波数特性をもつ水浸超音

波探触子により波形計測実験を行ったところ、いずれの周波数でも懸濁液による視界不良下

においても問題なく波形計測が可能であることが示された。さらに水中の場合には、水底に

置かれた物体からの反射波を利用して、可視化実験を行い、計測点数が最終的に必要と想定

されるよりもはるかに少ないながらも、物体を示す像が得られることがわかった。 

また、これらの結果をもとに、令和 7年度以降に行う実験システムの設計を進め、16ch.や

32ch.といったチャンネル数（センサ数）を想定してアンプを設計し、適切な AD 変換器を選

定することができた。 
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3.2 空中超音波 PAデバイスの開発（再委託先：日本大学） 

令和 6年度は、空中超音波 PAデバイスの開発を行った。空中超音波 PAデバイスの開発を行

うにあたって、まず空中超音波センサの選定と評価を行った。そして、選定した空中超音波セ

ンサにあわせて空中超音波 PA デバイスの回路設計を行い、空中超音波 PA デバイスを開発し

た。 
空中超音波 PAデバイスの開発について述べる前に、まず PAデバイスを構成する空中超音波

センサについて説明する。 
空中超音波センサは、空中に超音波を放射することを目的として設計されたデバイスであり、

主にセンサとして利用される。名称は空中超音波トランスデューサ、超音波エミッタとも呼ば

れることもある[4]。本節では空中超音波センサで統一して呼称する。有名な応用先としては、

自動車のパーキング・メータ、自動ドア、警報装置などへの応用、距離センサとして使用され

ている。 

空中超音波センサの特徴は、光学センサなどでは透過してしまう透明な材質の検知や雨天時

や粉じんが多い場所でも比較的誤動作なくセンサとして利用できる点が挙げられる。空中超音

波センサは圧電セラミックスによる圧電効果を利用して音波を放射する。圧電セラミックスは

分極処理を行うことにより圧電効果が発生する。ここで、圧電効果とは圧電セラミックスに電

圧を加えると機械的なひずみを発生させ、逆に機械的なひずみを加えると電荷が発生する現象

である。この基本的な原理により、音波を送信あるいは受信することができる。 

図 3.2-1 に示すのは、圧電セラミックスに金属板を張り付けた単純構造（ユニモルフ構造）

なセンサの概略図となる。このセンサからの音波発生の原理は以下となる。まず圧電セラミッ

クスに交流電圧がかかると、圧電セラミックスが伸縮し、センサ全体が振動する。振動したセ

ンサは周囲の空気を振動させ音波として伝搬することになる[5]。 

 

 

 
 

図 3.2-1 金属板に圧電セラミックスを張り付けたセンサ 

 

ここで、例えば聴くことを目的とした一般的なスピーカとしての利用であれば、上記のよう

な単純な構造でも音質を気にしなければ、特に問題はない。しかしながら、空中超音波センサ

として利用する場合、超音波は距離減衰が大きいため、より強力であることが求められる。そ

のため、市販されている空中超音波センサでは共振現象を利用してセンサに非常に大きな振動

変位を発生させて、空中に音波を効率よく放射させている。この場合、構造的な共振を利用す

るため所望の共振周波数は寸法や形状を制御することでセンサを設計している。 

市販されている空中超音波センサは、一般的には数十 kHzで利用されており、応用事例とし

ては前述の技術に利用されている。市販されている製品のほとんどは、図 3.2-2に示すように

開放型、防滴型に分けられる。 

 

 

金属板

圧電セラミックス

発生した音波
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(a)開放型                 (b)防滴型 

 

図 3.2-2 空中超音波センサの外観 

 

開放型と防滴型の違いは構造にある。開放型は、圧電セラミックスと円錐状の共振子が一体

化した構造となっている。この共振子は厚みが薄く、共振駆動を行うと大きな振動変位を得る

ことができるため、強力な音波を放射することが可能である。センサ全体は、共振子を保護す

るために円筒状のケースで囲われているが、先端は音波を良好に放射できるように開放されて

いる。 

一方、共振子や圧電セラミックスに水滴やほこりが付着すると、著しく音波放射に影響を与

えるため、それらから保護したのが防滴型になる。防滴型は、構造上、圧電セラミックスが空

中に露出していないため、水滴やほこりに対して強みがある。しかしながら、振動部分は表面

のみと限定されるため、得られる振動変位が開放型に比較して小さく、その分、音波の放射も

弱くなる。 

つづいて、空中超音波 PA デバイスについて述べる。図 3.2-3 に示すのは格子状に空中超音

波センサを配列した構造の空中超音波 PAの外観図である。 

 
図 3.2-3 空中超音波 PAの外観図 

 

空中超音波 PA は、各センサに独立した信号を与えることで、任意のセンサのみの駆動や任

意の位置に音波を集束させることが可能である。また、それと同時に受信 PA としても利用す

ることができる。空中超音波 PA は、非接触であることを活かし、物体センシングなどによる

空間認識やハプティックスへ応用されている[6][7]。 

空中超音波 PA を構成する空中超音波センサの選定をするうえでの評価指標として、構成す

る空中超音波センサの距離減衰の評価、指向性の評価、音圧の評価がある。距離減衰評価は、

センサから放射される音波の音圧の距離減衰を評価するもので、減衰が少ないほど距離が離れ

た対象へ音波を到達することが可能で、また、対象からの反射波を受信することも可能となる。

距離減衰は空間への音波伝搬の方向、いわゆる指向性とも大きく関係し、球面的に拡がりなが

ら伝搬する場合は急激に減衰し、平面的に伝搬する場合は減衰も少ない。 

シール材

共振子

金属板
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指向性評価は距離減衰とも関係するが、放射された音波の拡がりを示す指標であり、指向性

が広いほど、空間的に広く対象からの反射波を受信することが可能となる。一方、空間的な広

がりは音波の拡散減衰を招くため音圧が急激に減衰し、受信信号の低下を招くトレードオフの

関係となっている。 

音圧評価はある位置における音圧の評価指標で、距離減衰評価や指向性評価とも関係するが、

ここでは、ある位置におけるセンサへの印加電圧と放射された音圧との関係として定義する。 

なお、上記の評価指標に加え、空中超音波 PAで物体センシング（空間認識）を行うことを考

えた場合、その検出の分解能はセンサ間隔も重要であり、できるだけセンサ間隔は短いほうが

よい。上記を踏まえて、現状、比較的強力な音波を放射可能な市販の空中超音波センサで最小

の直径 8 mm の空中超音波センサを選定した。 

 

3.2.1 空中超音波 PA用センサの選定と評価 

空中超音波 PA用センサの選定については、前述したように直径 8 mmの空中超音波センサ

を選定した[8]。なお、本センサは開放型である。この理由としては、防滴型空中超音波セン

サには直径 8 mmの製品がないことがある。また、もう一つの理由としては、放射音圧の低い

ことがある。以上の観点から基礎検討としては不利な側面があることを踏まえ、開放型の直

径 8 mmの空中超音波センサを選定した。 

つづいて、選定した空中超音波センサの評価について述べる。 

図 3.2-4 に示すのは、構築した評価システムである。評価システムは、空中超音波センサ

に送信信号を送る DA 変換器、空中超音波センサからの音波を受信する 1/8インチコンデンサ

マイクロホン、マイクロホンの信号を増幅する信号増幅器、信号をデジタルデータに変換す

る AD変換器、マイクロホンを搭載する 3次元移動ステージ、ステージを制御するステージコ

ントローラー、これらの装置を制御する PCで構築されている。 
 

 
図 3.2-4 構築した評価システム 

 

 

評価項目については、距離減衰特性、指向性特性、音圧特性である。 

図 3.2-5 に距離減衰特性を実験する際の概略図を示す。実験は、図に示すように空中超音

波センサと 3 次元精密移動ステージに搭載した 1/8 インチコンデンサマイクロホンを正対さ

せて配置し、空中超音波センサの正面の中心軸上（図中の破線上）をマイクロホンを走査し

て計測した。 

 

PC

DA変換機

ステージ
コントローラー信号増幅器

AD変換機

ステージ

1/8インチコンデンサ
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3-24

- 57 -

JAEA-Review 2026-010



図 3.2-5  距離減衰特性の実験概略図 

具体的には、PC から DA 変換器に信号を送り、DA 変換器を通じて空中超音波センサを駆動

し、音波を放射する。つづいて、マイクロホンで音波を受信し、信号増幅器で増幅後、AD変

換器を通じて PC でデータ取得する。これを各測定位置で繰り返し測定を行う。取得した各位

置における音波の時間波形のピーク値をマイクロホンの音圧・電圧換算係数を用いて音圧に

換算し、プロットし距離減衰の結果を得る。

実験条件は、空中超音波センサへの印加電圧 10 Vp-p、入力サイクル 15サイクル、駆動周

波数 40,006 kHz、データ収録のサンプリング周波数 2 MHz、サンプリング時間は 4 ms、計測

間隔 2 mmステップで行った。

図 3.2-6 に距離減衰特性を示す。結果は、縦軸が音圧、横軸がセンサからの距離を示して

いる。図(a)(b)は、各々計測領域全体、緩やかに減衰がはじまる領域を示している。 

(a)センサからの距離 0 mm～500 mm (b)センサからの距離 100 mm～500 mm

図 3.2-6  距離減衰特性 

まず、図(a)の結果より、センサ直近では音圧が急激に減衰し、遠方では緩やかに減衰して

いることが確認される。また、図(b)の減衰が緩やかになる領域の結果に着目すると、500 mm

の位置で音圧が約 6.5 Pa程度となることがわかる。6.5 Paは、音圧レベルでいえば約 110 dB

に相当し、高音圧が保持できていることがわかる。なお、この結果の曲線はおおよそ距離の

2乗に反比例しており、球面波に近い形で伝搬していることが予想される。 

つづいて、図 3.2-7に指向性特性を実験する際の概略図を示す。 

実験は、図に示すように空中超音波センサと 3 次元精密移動ステージに搭載した 1/8 イン

チコンデンサマイクロホンを正対させて配置し、空中超音波センサの正面の x-y 平面上をマ

イクロホンを走査して計測した。
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図 3.2-7 指向性特性の実験概略図 

 

具体的な実験手順および実験条件については、距離減衰特性を計測するときと同様である。

ただし、取得した各位置における音波の時間波形をマイクロホンの音圧・電圧換算係数を用

いて音圧に換算し、時刻ごとに音波伝搬像として結果を得ている。なお、計測領域はセンサ

の中心軸から右側の 100 mm×500 mmであるが、結果は対称性を考慮して、折り返してデータ

を配列し、センサの中心軸を中心に 200 mm×500 mmで結果を示す。 

図 3.2-8 に指向性特性の結果を示す。図(a)～(j)は各時刻帯における結果である。結果は、

x-y平面上の音場分布を各時刻帯の結果のなかで規格化してカラーマップで示している。 

結果より、まず全ての結果を時系列順にみていくと、音波がある時間幅をもって音波が球

面的に伝搬していることが確認できる。なお、伝搬する音波の波面にはセンサに向かう方向

の波面も確認されるが、これはマイク本体、マイクを搭載した精密ステージ、実験装置を置

いたテーブルなどからの反射波であることが考えられる。 

ここで、指向性に着目すると視覚的には比較的広い範囲に放射しているように見受けられ

るが、時刻帯1500 µsの結果などを確認すると音圧が高い領域は限られていることがわかる。 

図 3.2-9 に、図 3.2-8(d)（時刻 1500 µs）の結果に同一波面で音圧が最大値の半分以下と

なる領域で区切った線を作図した結果を示す。なお、正確に作図するのは困難であるため、

ここではセンサの中心軸上の距離 22 mm～180 mmまでの音圧ピーク値の平均をとり、そのピ

ーク平均値の半分以下の音圧値を目安として作図した。 

この 2 本の線の間の領域は音圧が高く、対象からの反射波も十分な音圧で反射してくると

予想される領域であり、この 2 本の線の為す角を本研究では指向性と定義する。この結果よ

り、指向性角度は約 100°であることが確認できる。 
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(a)100 µs       (b)500 µs     (c)1000 µs      (d)1500 µs       (e)1750 µs   

              
(f)2000 µs      (g)2250 µs       (h)2500 µs      (i)2750 µs       (j)3000 µs   

図 3.2-8 指向性特性 

 

 

 
図 3.2-9 指向性の定義 

 

つづいて、図 3.2-10 に音圧特性を実験する際の概略図を示す。実験は、図に示すよう空中

超音波センサと 3 次元精密移動ステージに搭載した 1/8 インチコンデンサマイクロホンを正

対させて、センサから 500 mmの位置に固定配置し、印加電圧を 1 Vp-p～10 Vp-pまで 1 Vp-p

ずつ変化させながら計測した。 
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図 3.2-10 音圧特性の実験概略図 

 

具体的な実験手順および実験条件については、距離減衰特性を計測するときと同様である。

取得した各位置における音波の時間波形のピーク値をマイクロホンの音圧・電圧換算係数を

用いて音圧に換算し、印加電圧に対する音圧の結果を得る。 

図 3.2-11に音圧特性の結果を示す。結果より、空中超音波センサへの印加電圧に対して音

圧が線形的に増加していることが確認できる。なお、本センサは定格 30 Vp-pまで入力可能

であるため、理論上はさらに 3倍の音圧を得られる可能性はある。 

 

 
図 3.2-11 印加電圧に対する音圧特性 

 

 

3.2.2 空中超音波 PA の回路設計および製作 

空中超音波センサの選定および評価を行い、性能上、問題ないことが確認されたため、セン

サにあわせた空中超音波 PA用回路設計を行った。 
空中超音波 PA用回路の設計指針としては以下となる。 
まず、各センサに別々の信号を送信およびセンサから受信を受けるため、各センサは電気的

に独立して動作する回路構造とする必要がある。つづいて、回路基板中のセンサの電極サイズ

にあわせたスルーホールの寸法、信号を入出力するコネクタの寸法を検討し、設計する必要が

ある。 

上記の条件を鑑みて、製作した回路の外観を図 3.2-12に示す。 
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図 3.2-12 空中超音波 PAデバイスの回路設計図 

 

図の左側は、空中超音波センサが搭載される空中超音波 PA 本体の回路基板、図の右側は、

各空中超音波センサに対応したケーブル接続用の回路となっている。それぞれの回路の左右

に配置されたスルーホールは、各センサの電極に対応しており、左側と右側の回路は、上下

に重ねて使用することも可能である。なお、本回路は、図の中央で折れるように細工をして

いる。 
図 3.2-13 に示すのは、実際に製作した回路である。図からわかるように設計通り 64 個の

空中超音波センサが格子状に配置されている。 

 

 

 
図 3.2-13 空中超音波 PAの外観写真 

 

以上のように、空中超音波 PAデバイスを開発した。 
 
 

3.2.3 まとめ 

本研究では、空中超音波の放射音場および放射音圧に関し、距離減衰・指向性・音圧強度を

評価した。また、そのために必要な機器を統合した特性計測用評価システムも構築した。つづ

いて、選定した空中超音波 PA 用センサの寸法、電気的特性に基づいて回路設計を行った。そ

して、設計完了後、回路図に基づいて空中超音波 PAデバイスを製作した。 

今後は、空中超音波 PAデバイスの評価および送信・受信のための増幅回路を設計開発する。 
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3.3 高フレームレート PA による粒子浮遊環境下での可視化スキームの構築（再委託先：東北大学） 

3.3.1 高フレームレート計測システムの構築 

 令和 6年度は、高フレームレート計測システムの構築のため、平面波送信をベースとした高

フレームレート可視化アルゴリズムを定式化した。その詳細を以下で説明する。 

図 3.3-1に粒子浮遊環境下における可視化スキームの原理図を示す。ここでは、平面波送信

ベースの映像化を高フレームレートで行う計測法を採用する。これにより得られる映像には、

燃料デブリだけではなく燃料デブリの粒子や水素の気泡による散乱ノイズが映像化される可

能性がある。そこで、燃料デブリの粒子や水素の気泡による散乱ノイズの位置は常に変化する

が、燃料デブリの位置が変わることはないことに着目し、得られた複数枚の映像に加算処理を

施すことで散乱ノイズを低減しながら燃料デブリを可視化するスキームを構築する。 

まず、高フレームレート計測システムの構築のため、基本的な計測となる単一入射角の平面

波送信に加えて、映像化性能の更なる向上のため、複数入射角の平面波送信をベースとした高

フレームレート可視化アルゴリズムについても、平面波送信と点散乱源的散乱波受信の仮定に

基づき、幾何学的関係と音速の関係から定式化する。 

 

 

 
図 3.3-1 高フレームレート PAによる粒子浮遊環境下での可視化スキーム 

 

まず、単一入射角の平面波送信に基づく高フレームレート可視化アルゴリズムの定式化を行

う。図 3.3-2に示すように、x方向の単位ベクトルを𝑒𝑒𝑥𝑥、z方向の単位ベクトルを𝑒𝑒𝑧𝑧、角度方向

の波数ベクトルを𝒌𝒌、n 番目の素子における位置ベクトルを𝒓𝒓𝒏𝒏、PA 用センサ中心の位置ベクト

ルを𝒓𝒓𝟎𝟎、任意の位置ベクトルを𝒓𝒓、PA用センサの全素子数を𝑁𝑁、送信回数を𝑀𝑀、縦波音速を𝑉𝑉𝐿𝐿と

する。 
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図 3.3-2 平面波送信（角度𝜃𝜃）の高フレームレート可視化アルゴリズム 

 

角度𝜃𝜃方向に平面波を送信するための送信遅延則は、以下のように定式化できる。PA用セン

サ中心の位置ベクトル𝒓𝒓𝟎𝟎から超音波を入射して、任意の位置ベクトル𝒓𝒓に到達するまでの送信

伝搬時間は、(3.3-1)式のように表される。 

 

𝜏𝜏𝑇𝑇(𝜃𝜃, 𝒓𝒓) =
(𝒓𝒓 − 𝒓𝒓𝟎𝟎) ∙ 𝒌𝒌

|𝒌𝒌|
𝑉𝑉𝐿𝐿

=
(𝒓𝒓 − 𝒓𝒓𝟎𝟎)

𝑉𝑉𝐿𝐿
∙ (𝑒𝑒𝑥𝑥 sin 𝜃𝜃 + 𝑒𝑒𝑧𝑧 cos 𝜃𝜃) (3.3-1) 

 
次に、受波フォーカシングの定式化を行う。任意の位置ベクトル𝒓𝒓から n 番目の素子におけ

る位置ベクトル𝒓𝒓𝒏𝒏に到達するまでの受信伝搬時間は、(3.3-2)式のように表される。 
 

𝜏𝜏𝑅𝑅(𝑛𝑛, 𝒓𝒓) =
|𝒓𝒓𝒏𝒏 − 𝒓𝒓|

𝑉𝑉𝐿𝐿
 (3.3-2) 

 

それゆえ、(3.3-1)式と(3.3-2)式から、超音波を送信してから n 番目の素子における位置ベ

クトル𝒓𝒓𝒏𝒏で受信するまでの総伝搬時間は、(3.3-3)式のように表される。 

 
𝜏𝜏(𝜃𝜃, 𝑛𝑛, 𝒓𝒓) = 𝜏𝜏𝑇𝑇(𝜃𝜃, 𝒓𝒓) + 𝜏𝜏𝑅𝑅(𝑛𝑛, 𝒓𝒓) (3.3-3) 

 

解析信号𝑆𝑆𝑚𝑚(𝜃𝜃, 𝑛𝑛, 𝑡𝑡)は、ヒルベルト変換により受信波形から得ることができる。𝑀𝑀回目の平面

波送信によって得られる任意の位置ベクトル𝒓𝒓の応答強度は、(3.3-4)式のように表される。こ

れにより得られる映像には燃料デブリに加えて、燃料デブリの粒子や水素の気泡による散乱ノ

イズが含まれた映像となる。 

 

𝐼𝐼𝑚𝑚(𝒓𝒓, 𝜃𝜃) = |∑ 𝑆𝑆𝑚𝑚(𝜃𝜃, 𝑛𝑛, 𝜏𝜏(𝜃𝜃, 𝑛𝑛, 𝒓𝒓))
𝑁𝑁

𝑛𝑛=1
| (3.3-4) 

  

𝑀𝑀回の加算処理により散乱ノイズを低減した任意の位置ベクトル𝒓𝒓での応答強度は、(3.3-5)式

のように表される。 
 

𝐼𝐼(𝒓𝒓, 𝜃𝜃) = 1
𝑀𝑀 ∑ 𝐼𝐼𝑚𝑚(𝒓𝒓, 𝜃𝜃) = 1

𝑀𝑀 ∑ |∑ 𝑆𝑆𝑚𝑚(𝜃𝜃, 𝑛𝑛, 𝜏𝜏(𝜃𝜃, 𝑛𝑛, 𝒓𝒓))
𝑁𝑁

𝑛𝑛=1
|

𝑀𝑀

𝑚𝑚=1

𝑀𝑀

𝑚𝑚=1
 (3.3-5) 
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映像化結果を構成する全ピクセルに対してこれを行うことで散乱ノイズを低減しながら燃

料デブリの形状を可視化した映像化結果を得る。 

次に、図 3.3-3に基づき、複数入射角の高フレームレート可視化アルゴリズムの定式化を行

う。ここで、x方向の単位ベクトルを𝑒𝑒𝑥𝑥、z 方向の単位ベクトルを𝑒𝑒𝑧𝑧、角度𝜃𝜃𝑚𝑚方向の波数ベクト

ルを𝒌𝒌𝒎𝒎、n番目の素子における位置ベクトルを𝒓𝒓𝒏𝒏、PA用センサ中心の位置ベクトルを𝒓𝒓𝟎𝟎、任意

の位置ベクトルを𝒓𝒓、PA 用センサの全素子数を𝑁𝑁、送信回数を𝑀𝑀、縦波音速を𝑉𝑉𝐿𝐿と仮定する。こ

こで、図 3.3-3(a)は角度𝜃𝜃1方向、図 3.3-3(b)は角度𝜃𝜃2方向、図 3.3-3(c)は角度𝜃𝜃𝑚𝑚方向の例で

ある。 

 

 

 

 
 

図 3.3-3 複数平面波送信（角度𝜃𝜃𝑚𝑚）の高フレームレート可視化アルゴリズム： 
    (a)平面波送信角度𝜃𝜃1、(b)平面波送信角度𝜃𝜃2、(c)平面波送信角度𝜃𝜃𝑚𝑚 
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角度𝜃𝜃𝑚𝑚方向に平面波を送信する際、遅延則を考慮しながら各素子から超音波を入射する。PA

用センサ中心の位置ベクトル𝒓𝒓𝟎𝟎から超音波を入射してから任意の位置ベクトル𝒓𝒓に到達するま

での送信伝搬時間は、(3.3-6)式のように表される。 

 

𝜏𝜏𝑇𝑇(𝜃𝜃𝑚𝑚, 𝒓𝒓) =
(𝒓𝒓 − 𝒓𝒓𝟎𝟎) ∙ 𝒌𝒌𝒎𝒎

|𝒌𝒌𝒎𝒎|
𝑉𝑉𝐿𝐿

= (𝒓𝒓 − 𝒓𝒓𝟎𝟎)
𝑉𝑉𝐿𝐿

∙ (𝑒𝑒𝑥𝑥 sin 𝜃𝜃𝑚𝑚 + 𝑒𝑒𝑧𝑧 cos 𝜃𝜃𝑚𝑚) (3.3-6) 

 

任意の位置ベクトル𝒓𝒓から n 番目の素子における位置ベクトル𝒓𝒓𝒏𝒏に到達するまでの受信伝搬

時間は、(3.3-7)式のように表される。 
 

𝜏𝜏𝑅𝑅(𝑛𝑛, 𝒓𝒓) =
|𝒓𝒓𝒏𝒏 − 𝒓𝒓|

𝑉𝑉𝐿𝐿
 (3.3-7) 

 

(3.3-1)式と(3.3-2)式より、超音波を送信してから n 番目の素子における位置ベクトル𝒓𝒓𝒏𝒏で

受信するまでの総伝搬時間は、(3.3-8)式のように表される。 

 
𝜏𝜏(𝜃𝜃𝑚𝑚, 𝑛𝑛, 𝒓𝒓) = 𝜏𝜏𝑇𝑇(𝜃𝜃𝑚𝑚, 𝒓𝒓) + 𝜏𝜏𝑅𝑅(𝑛𝑛, 𝒓𝒓) (3.3-8) 

 

解析信号𝑆𝑆𝑚𝑚(𝜃𝜃𝑚𝑚, 𝑛𝑛, 𝑡𝑡)は、ヒルベルト変換により受信波形から得ることができる。入射角𝜃𝜃𝑚𝑚の

平面波送信によって得られる任意の位置ベクトル𝒓𝒓の応答強度は、(3.3-9)式のように表される。

これにより得られる映像には燃料デブリに加えて、燃料デブリの粒子や水素の気泡による散乱

ノイズが含まれた映像となる。 
 

𝐼𝐼𝑚𝑚(𝒓𝒓, 𝜃𝜃𝑚𝑚) = |∑ 𝑆𝑆𝑚𝑚(𝜃𝜃𝑚𝑚, 𝑛𝑛, 𝜏𝜏(𝜃𝜃𝑚𝑚, 𝑛𝑛, 𝒓𝒓))
𝑁𝑁

𝑛𝑛=1
| (3.3-9) 

 

複数角度の𝑀𝑀回の加算処理により散乱ノイズを低減した任意の位置ベクトル𝒓𝒓での応答強度

は、(3.3-10)式のように表される。 

 

𝐼𝐼(𝒓𝒓) = 1
𝑀𝑀 ∑ 𝐼𝐼𝑚𝑚(𝒓𝒓, 𝜃𝜃𝑚𝑚) = 1

𝑀𝑀 ∑ |∑ 𝑆𝑆𝑚𝑚(𝜃𝜃𝑚𝑚, 𝑛𝑛, 𝜏𝜏(𝜃𝜃𝑚𝑚, 𝑛𝑛, 𝒓𝒓))
𝑁𝑁

𝑛𝑛=1
|

𝑀𝑀

𝑚𝑚=1

𝑀𝑀

𝑚𝑚=1
 (3.3-10) 

 

映像化結果を構成する全ピクセルに対してこれを行うことで、散乱ノイズを低減し、燃料デ

ブリの形状を可視化した映像化結果を得る。 

 

3.3.2 粒子浮遊システムの構築 

水中の粒子浮遊環境を模擬するシステムについても構築した。その詳細について以下で説明

する。 

まず、アルミナ粒子を使用して懸濁液の製作を行った。粒子サイズが大きい程、超音波散乱

の影響は大きくなる。そこで本研究では、#120（粒径 0.15～0.212 mm）のアルミナ粒子を使用

することとした。一方、このサイズのアルミナ粒子は超音波散乱の模擬材としては適している

が、沈殿してしまうため、スターラーを使用して攪拌することで浮遊させることとした。基礎

検討として、小型のビーカーを用いて実験を行った。図 3.3-4にスターラーや金属片の位置関

係を示す。ここで金属片は視認性確認のために用いた。アルミナ粒子の質量パーセント濃度を
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0～5%の範囲で調べた結果を図 3.3-5 に示す。アルミナ粒子の沈殿を防ぐためスターラーの回

転速度を調整した結果、質量パーセント濃度 4%までは、質量パーセント濃度増加にともない懸

濁度は高まり、2%以上では金属片の視認は困難であることを確認した。 
 

 

 
図 3.3-4 スターラーを用いた浮遊粒子環境模擬の基礎検討の概念図 

 

 

 

 
図 3.3-5 ビーカー内の懸濁度の浮遊アルミナ粒子濃度依存性： 
(a)質量パーセント濃度 0%、(b)1%、(c)2%、(d)3%、(e)4%、(f)5% 

 

一方、燃料デブリ取り出し作業において、水素の気泡が発生する可能性が指摘されている。

気泡はアルミナ粒子よりもサイズが大きく空気が含まれているため、気泡単体ではアルミナ粒

子単体よりも強い超音波散乱を引き起こすことが想定される。そこで、水中で気泡を発生させ

るために、複数の穴を導入したチューブにエアーポンプで空気を送り込むシステムを構築した

（図 3.3-6(a)）。その結果、以下の図 3.3-6(b)および(c)に示すように、直径 2 mm程度の気泡

を安定して連続生成できることを確認した。 
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図 3.3-6 水中での気泡生成システムと稼働時の光学写真： 

(a)概略図、(b)正面からの光学写真、(c)側面からの光学写真 
 

3.3.3 超音波 PA用センサの設計・試作 

超音波 PA 用センサの試作のために、高フレームレート計測で利用する音場解析を行い、令

和 7 年度以降に浮遊粒子環境下での計測で用いる水浸用超音波 PA 用センサの基本仕様を決定

した。その詳細について以下で説明する。 
PA用センサの設計において、エレメントピッチを半波長以下に設定することで、超音波の入

射角度に関係なくグレーティングローブの発生を抑制できる。一方、エレメントピッチが大き

いほど開口が大きくなり分解能が向上するとともに、1 回の計測で燃料デブリを可視化できる

範囲が広くなる。そのため、グレーティングローブの発生を可能な限り抑制したうえで広範囲

を可視化する適切な PA 用センサのエレメントピッチを検討する。本研究では、超音波可視化

の散乱ノイズ低減が目的だが、まずはその最初の検討として、比較的散乱ノイズの影響を受け

にくい低周波として、500 kHzから 1 MHz程度を中心に検討する。水中における超音波の波長

は、500 kHzの場合は約 3 mm であり、1 MHzの場合は約 1.5 mmである。500 kHzの場合、グレ

ーティングローブを完全に抑制するエレメントピッチは 1.6 mm となる。ここでは、受波フォ

ーカシング時の検討として、500 kHz、128素子で 0.8 mm、1.6 mm、2.4 mmのエレメントピッ

チに対する有限要素解析モデルを図 3.3-7 に示す。ここで、焦点深さは 100 mm とした。解析

結果を図 3.3-8に示す。エレメントピッチ増大にともなう開口増大により、方位分解能は向上

する一方、2.4 mmでは、アーティファクトの発生も確認された。以上より、分解能向上とグレ

ーティングローブ抑制の観点から、1.6 mm程度のエレメントピッチが有望であることがわかっ

た。一方、1 MHz の場合、グレーティングローブを完全に抑制するエレメントピッチは 0.8 mm

となる。ここでは、受波フォーカシング時の検討として、1 MHz、128素子で 0.4 mm、0.8 mm、

1.2 mm のエレメントピッチに対する有限要素解析モデルを図 3.3-9 に示す。ここで、焦点深さ

は 100 mmとした。解析結果を図 3.3-10に示す。エレメントピッチ増大にもともなう開口増大

により、方位分解能は向上する一方、1.2 mmでは、アーティファクトの発生も確認された。以

上より、分解能向上とグレーティングローブ抑制の観点から、0.8 mm程度のエレメントピッチ

が有望であることがわかった。 
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図 3.3-7 500 kHz、128素子による超音波集束計算のための有限要素解析モデル： 
(a)エレメントピッチ 0.8 mm、(b)1.6 mm、(c)2.4 mm 
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図 3.3-8 500 kHz、128素子による超音波集束計算結果： 
 (a)エレメントピッチ 0.8 mm、(b)1.6 mm、(c)2.4 mm 
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図 3.3-9 1 MHz、128 素子による超音波集束計算のための有限要素解析モデル： 
(a)エレメントピッチ 0.4 mm、(b)0.8 mm、(c)1.2 mm 

  

 

 

 

 

  

 

 

PA用用セセンンササ
1 MHz, 128素子, 

0.4 mmピッチ

500

20
0

O

1

1

z
x

水水

吸吸収収帯帯

焦焦点点

10
0

(a)

PA用用セセンンササ
1 MHz, 128素子, 

0.8 mmピッチ

500

20
0

O

1

1

z
x

水水

吸吸収収帯帯

焦焦点点

10
0

(b)

PA用用セセンンササ
1 MHz, 128素子, 

1.2 mmピッチ

500

20
0

O

1

1

z
x

水水

吸吸収収帯帯

焦焦点点
10

0

(c)

Unit：(mm) 

3-38

- 71 -

JAEA-Review 2026-010



 
 

 
 

 
 

図 3.3-10 1 MHz、128素子による超音波集束計算結果： 
  (a)エレメントピッチ 0.4 mm、(b)0.8 mm、(c)1.2 mm 

 

3.3.4 まとめ 

令和 6年度は、高フレームレート計測システムの構築のため、平面波送信をベースとした高

フレームレート可視化アルゴリズムを定式化した。また、水中の粒子浮遊環境を模擬するシス

テムについても構築した。さらに、超音波 PA 用センサの試作のために、高フレームレート計

測で利用する音場解析を行い、令和 7年度以降に浮遊粒子環境下での計測で用いる水浸用超音

波 PA用センサの基本仕様を決定した。 
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3.4 高強度ガンマ線環境に対応する超音波計測手法の開発 

3.4.1 超音波センサへの放射線影響の評価 

 令和 6 年度では、1F 建屋内での高線量環境で使用可能な超音波センサの開発を目的として、

まずは超音波信号への放射線の影響の確認を実施した。また、想定されるセンサ部と制御部の

距離を大きく離した体系における信号の確認を実施した。まず、超音波信号に対する放射線の

影響評価について記述し、次に、信号とケーブル距離の関係について記述する。その後に令和

7 年度で予定する、耐放射線性を有する前置増幅器の開発に向けた準備状況について記述し、

最後にまとめを記述する。 
1F 廃炉に向けて、事故炉内の可視化が大きな課題となっている。原子炉建屋内は、地震や炉

心で発生した水素による建屋上部の水素爆発による瓦礫、冷却のための注水など複数の要因で

非常に複雑で雑然とした状態になっている。特に、炉心溶融により発生した燃料デブリが原子

炉容器を損傷させ、炉心を支えるペデスタルやインナースカートなどのコンクリート部材を損

傷させ堆積物を生成している。このような状態の原子炉の廃炉に向けた調査を行ううえで、炉

内環境の可視化は非常に重要なタスクである。しかしながら、炉内、特に、燃料デブリが存在

する周辺は非常に過酷な放射線環境下である。具体的な放射線量分布はまだ明らかとなってい

ないが、炉内の調査を行う機器は高い耐放射線性が求められる。そこで、本研究では超音波セ

ンサを用いた炉内環境の可視化を目指したセンサの開発を行う。耐放射線性を有した超音波セ

ンサの開発のために、まず放射線環境下における超音波センサの信号の確認を実施した。本研

究で開発するセンサでは、特に、放射線の影響を強く受け破損のリスクが大きい半導体素子を

有した構成機器は放射線環境外に設置し、建屋内には構造の単純な超音波発振器および受信器

のみを導入するシステムを採用している。そのため令和 6年度は、センサとターゲットのみを

照射室内に設置し、室外から発振信号を長距離ケーブルを通じて送り、受信信号も同様に室外

にてオシロスコープで観察、記録を行った。照射室内の線源の有無での信号を比較して、超音

波距離計測の信号に対する放射線の影響を確認した。 
放射線の照射施設としては大阪大学産業科学研究所付属量子ビーム科学研究施設のコバル

ト 60照射施設を利用した。コバルト 60照射設備は、ガンマ線の照射効果の研究に用いられる

施設で、Rabbit-11、Millenium、Dog82 と名付けられた 3 種類の線源が用意されている。令和

6 年度の実験では、平成 23 年に購入された最も新しく放射能の高い Rabbit-11 を利用して実

施した。線源の性能としては、令和 7年 4月 1日時点で 54.77 TBqの放射能を有し、線源から

距離 1 mで 16.70 Gy/hの吸収線量率である。施設には、広さの異なる二つのホットケーブが

あり、マニピュレータによる遠隔操作によりコバルト 60 線源の搬入出を行い、鉛ガラスを介

して照射中に照射室内を観察することが可能である。信号の確認を行うための試験アセンブリを

図 3.4-1に示す。空中での試験に用いられる 40 kHz帯の超音波センサ（UR1612MPR/UT1612MPR）

を設置し、その体面に板状のターゲットを固定して、計測ターゲットとしている。ここでは反

射を利用し、発振器（Transducer）と受信機（Receiver）を個別に設置する構成とした。超音

波センサは、それぞれレーザー加工機で製作したアクリル製のセンサベースに固定され、その

土台はターゲットとともに寸切りねじでアセンブリの土台に固定されている。超音波発振器お

よび受信器は、同じく土台に固定した BNC端子に接続され、この BNC端子に接続した BNCケー

ブルによって発振信号はホットケーブ外から内へ、受信信号はホットケーブ内から外へ導入・

導出が行われる。超音波の発振信号にはファンクションジェネレータ（株式会社テクシオ・テ

クノロジー、AFG-3051）から発生される単純な Sinカーブのバースト波を用いた。このバース

ト波は周波数 40 kHz、振幅を 5 Vp-pとし、1回の周期におけるサイクル数 N=5とした。図 3.4-2

に実際のコバルト 60 照射施設のホットケーブ内における実験時の体系の写真を示す。画像右
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上のケーブルを収納した箱の上に図 3.4-1の試験アセンブリを設置し、画像中央付近の円筒治

具にコバルト 60 線源が遠隔操作用マニピュレータによって設置される。本計測実験において

は 100 m の同軸ケーブルが Transducer 側と Receiver 側の両方に使用されており、90 m 程度

を巻いた状態とし、残りの 10 m 程度でアセンブリへの接続とホットケーブ外の制御室への接

続を行っている。巻いた状態のケーブルの中心がコバルト 60 線源からおよそ 40 cm 程度離さ

れており、吸収線量率は 250 Gy/h 程度である。信号の観察と記録はデジタルオシロスコープ

（Tektronics Electronics Components inc、HDO32）により実施され、オシロスコープ表示の

スクリーンショットとセットアップ、csvデータを出力した。超音波センサの Receiver側から

の信号を 1ch.で、ファンクションジェネレータからの発振信号を直接 2ch.で記録し、ファン

クションジェネレータからの発振信号をトリガとして波形の記録を行った。波形は single 

shotでの記録と 128 点の平均値での両方の記録を行った。 
 

 
図 3.4-1 信号への影響確認を実施した超音波センサ試験アセンブリ 

 

 
図 3.4-2 コバルト 60照射施設における実験体系 

 
本計測で得られた超音波信号波形を図 3.4-3 に示す。(i)が照射室内に線源であるコバルト

60が設置されていない条件における超音波センサ信号で、(ii)が照射室内で線源が置かれた放

射線環境下におけるセンサ信号である。また、トリガ 128 回の平均の信号を図 3.4-4 に示す。

ともに、1ch.側の信号が Transducerに入力されたバースト波で、2ch.側の信号が Receiverか
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ら出力されたターゲット板から反射された信号である。横軸が時間[s]で、縦軸は 2 軸で表示

しており、左軸が Transducer 側の電圧[V]を、右軸が Receiver側の電圧[V]をそれぞれ示して

いる。平均信号から、より平滑な信号が検出されているが、どちらの信号の結果からも 100 mの

信号ケーブルの条件においても放射線の有無による信号への影響は確認されなかった。以上か

ら、40 kHzの信号では単純にケーブル長を大きくして、放射線の影響が大きい半導体素子を利

用した前置増幅器のような機器を放射線環境に置かなくても、計測が可能であることが示され

た。しかしながら、前置増幅器を導入することでより Receiver 側の信号を低い特性インピー

ダンスで伝送することが可能であり、より精度のよい計測が可能であると考えられることから、

引き続き、放射線環境下で動作可能な前置増幅器の開発をつづけていく。 
 

  
(i)放射線照射なし (ii)放射線照射あり 

図 3.4-3 放射線照射の有無による信号の比較 

 

  

(i)放射線照射なし (ii)放射線照射あり 

図 3.4-4 128データの平均信号による放射線照射の有無による信号の比較 

 
次に、水中での使用を想定した超音波素子の受信信号への接続ケーブル長の影響評価実験に

ついて記述する。すでに前述の実験で、超音波センサのみのシンプルな構成で信号ケーブル長

を 100 mとした信号は確認できているが、信号強度の減少などのケーブル長の変化のみの影響

を個別に評価することを目的に本実験を実施した。水中使用を想定したセンサとして、高周波

数の超音波センサ（株式会社検査技術研究所、0.2Z50 N、0.25 MHz）を使用した。使用した超

音波センサの外観を図 3.4-5に示す。このセンサは直径 66 mmの円筒形で、水中での使用も想

定して、発振・受信部については防水の仕様となっている。本センサを用いたケーブル長の影

響を評価する実験の体系を図 3.4-6に示す。空中用で一般的な上述の実験で用いたような超音

波センサよりサイズが大きく、重さも大きい水中用超音波センサを固定するため、センサ固定

用の治具およびその治具を固定するためのベースを鉄鋼材で製作した。水中用を想定した高周

波数の超音波は空気中を伝播しづらく、今回設定したセンサ間距離である 220 mm では、受信

側で信号が確認できなかったため、センサ間の媒質として鋼材の円柱を設置した。鋼材の径は
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センサ直径より大きく、80 mm とした。センサと鋼材の間は伝播効率を向上させるため、超音

波計測用のジェルを塗布させた。前述したように、センサ間の距離は 220 mm としたが、これ

は特注である超音波センサの検査時に用いられた距離である。これらの超音波センサ、固定治

具、ターゲット鋼材を用いてケーブル長の影響評価実験を実施したが、超音波の送受信を単体

のセンサのみで行う Echo モードと超音波の送信と受信を別々のセンサで行う Through モード

の両方で信号の取得・確認を実施した。図 3.4-6の実験体系は鋼材の両側に超音波センサを設

置した Throughモードでの実験体系である。Echoモードの実験では、片側のセンサを取り外し

た体系で実施した。本実験では、JSR 社製の超音波パルサレシーバ DPR-300 を使用し、その

Reference信号と出力信号を上述の実験と同様のオシロスコープを用いて観察・記録を行った。

このパルサレシーバは、コンピュータコントロールにより低ノイズを実現し、475 Vまでセン

サ入力信号の振幅を変化させることが可能である。そのパルスの繰り返し周期は 100 Hz から

5 kHzまで調整が可能である。また、レシーバ側のゲインの調整やハイパスフィルタ、ローパ

スフィルタも実装されており、超音波距離計測における各種パラメータを一括で制御すること

が可能である。信号ケーブルには同軸ケーブルを用い、今回の実験のパラメータであるその長

さは 1、10、20、50、100 m を用意した。そのなかで、Echoモードでの計測については全ての

長さで、Throughモードでの計測については 1 mおよび 100 m のケーブルを送信側受信側の両

方に使用し、信号の取得を実施した。 
 

 
図 3.4-5 高周波数超音波素子（0.2Z50 N） 

 

 
 図 3.4-6 水中用超音波素子を用いたケーブル長の影響評価実験体系 

 
図 3.4-7 に Echo モードでの計測で各ケーブル長にて得られた受信側の信号を示す。横軸は

時間[s]を表し、縦軸は受信側の信号電圧[V]を示している。送信側のパルスは 0 s近傍に位置

する。図中の左側に位置する大きい信号の変動は、送信と受信を単一の超音波素子で実施する

3-43

- 76 -

JAEA-Review 2026-010



がゆえの、発振による振動およびセンサと鋼棒の接触部からの反射である。図 3.4-6に示した

本実験の体系における円柱状の鋼材のセンサとは反対側の端部が図中右側に位置する変動で

ある。この変動の発生初期の時間と超音波センサへの発振信号の時間の時間差を求め、ターゲット

である鋼棒の実際の長さとの違いを求め、また、ケーブル長による変化を評価する。1 mのケーブ

ルと 100 mのケーブルにおけるそれぞれの評価結果を表 3.4-1に示す。1 mのケーブルを用いたケ

ースにおいて、発振信号は-2.00×10-7 sに位置し、反射信号の変動は、7.44×10-5 sから開始す

る。このことから、この信号間の時間差（飛行時間、Time Of Flight：TOF）は 7.56×10-5 sであ

る。鋼材中の超音波の伝播速度を 5900 m/sとすると計測された距離は 440 mmとなる。鋼材が

超音波センサと隙間なく密着しているとすると発振された超音波が鋼材内を伝播し、反対側の

端部で反射し、再度センサまで戻ってくるまでの距離は鋼材の長さの 2 倍となるので 440 mm

となる。ここで反射してきた信号の受信時間は、電圧が 0.01を超える時間を変動の開始時間と

した。そのため、鋼材の長さを精度よく計測できていることが確認された。また、100 mのケーブ

ルを使用したケースにおいて同様に求めると 453 mm ほどとなる。より計測点数を増やした評

価が必要ではあるが、99 m のケーブル長の差により 13 mm のずれが生じている。このことか

ら、より正確な距離計測を実施するためには、信号をもっと明確に捉え、受信信号の発生時間

を精度よく決定する必要がある。そのためにも、前置増幅器を設置することで信号強度を大き

く保つ必要があると考える。 
 

  

(i)1 m echo (ii)10 m echo 

  

(iii)20 m echo (iv)50 m echo 

 

 

(v)100 m echo  

図 3.4-7 Echoモードでの各ケーブル距離における受信側信号 
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表 3.4-1 Echoモードにおける 1 mと 100 mのケースにおける測定距離 

ケーブル長[m] 発振信号[s] 受信信号[s] TOF[s] 速さ[m/s] 算出距離[mm] 

1 -2.00×10-7 7.44×10-5 7.46×10-5 5900 440 

100 -2.00×10-7 7.66×10-5 7.68×10-5 5900 453 

 
次に、Through モードでの計測結果について記述する。図 3.4-8 に Through モードにおける

1 mおよび 100 mのケーブルを用いたケースにおける受信信号を示す。Echoモードの結果のグ

ラフと同じく、横軸は時間[s]を表し、縦軸は受信側の信号電圧[V]を示し、送信側のパルスは

0[s]近傍に位置する。こちらも 1 mのケーブル長と比較して、100 mのケーブル長のケースに

おいては、発振直後の生じる変動が大きくなっている。また、実際の距離計測を行い、同じく

受信信号の開始時間を抽出すると、1 mにおける変動開始時刻は-2.00×10-7 s、受信側への到

達時刻が 3.78×10-5 sであることから、算出された距離は 224 mmとなった。同様に 100 mの

ケーブル長のケースにおいては、230 mm となった。Echo モードと同様に、ケーブル長が長い

ケースにおいて距離が大きい側にずれが生じていることがわかる。 
 

  

(i)1 m through (ii)100 m through 

図 3.4-8 Through信号での各ケーブル距離における受信側信号 
 
これらの結果から、どちらの計測方法においても 100 mのケーブル長であっても計測が可能

であることが示されたが、ケーブル長の増加にともない距離計測の精度が低下していき、100 

mにおいて数センチ程度のずれが発生することが確認された。 
これらの計測は基準となる発振信号をパルサレシーバから発振されるトリガ出力信号を用

いている。ケーブル長の増加にともなう計測距離のずれの要因の一つとして、ケーブル長の違

いによるケーブル内での信号の伝搬時間が挙げられる。そこで、ケーブル内の伝送速度につい

て実験により確認し、あわせて発振周波数をパラメータとして信号に対する影響の確認を実施

した。ファンクションジェネレータを発振源として信号を分岐し、1 m のケーブルと 100 mの

ケーブルを介してそれぞれオシロスコープに入力して、ケーブル長さに対するパルス信号の遅

れ時間を確認した。ケーブルは上記実験で用いたものと同じものを使用した。また、長周波数

の超音波素子のインピーダンスを模擬して、ファンクションジェネレータの出力インピーダンスを

300 Ωに調整した。ファンクションジェネレータから発振する信号は、10 Vp-pの Sin波を 5 

cycleのバースト波とした。表 3.4-2に各発振周波数における 1 m ケーブルを使用した信号に

対する 100 mケーブルの遅れ時間の測定結果の一覧を示す。遅れ時間は 5 cycleのパルス列の

うち、一つ目のパルスのゼロダウンクロス点の時間差を求めた。遅延時間は発振周波数によっ

て異なり、100 kHz周辺で減少するが、500 kHzで一度増加し、その後周波数の増加にともな

い減少することが確認された。また、ケーブル長が 99 m での遅延であることからケーブル長

1 m あたりの遅延時間も算出し、その逆数から、今回計測を行った周波数帯域におけるケーブ
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ル中の信号の伝送速度はおよそ光速の 56～65%であることがわかる。Echoモードでの計測におけ

る 1 mと 100 mのケーブル長における結果の差分には、そのケーブル長の違いの分の遅れが内

包されているが、その割合は 1%に満たない程度である。つづけてパルス信号の発振周波数の違

いによる、そのパルス信号の形状の乱れについて、1 mおよび 100 mのケーブルを用いて確認

した。ファンクションジェネレータからの 10 Vp-pの 5 cycle分のバースト Sin波を 1 mは 50 

Ω終端のまま、100 m ケーブルは 300 Ω 終端でそれぞれオシロスコープに入力し、発振周波

数を変えて形状の変化を観察した。発振周波数は 40 kHz からファンクションジェネレータで

可変できる最大の 25 MHz まで変化させた。図 3.4-9 に各発振周波数における信号を示す。縦

軸は左右に軸にしており、左軸が 1 m ケーブルの信号電圧[V]で、右軸が 100 mケーブルの信

号の電圧[V]をそれぞれ示している。発振周波数の増加にともない 100 m ケーブルでの信号の

振幅が減少していき、また位相のずれが大きくなっていくことがわかる。100 m ケーブルにつ

いては 250 kHzにおいてすでに右端部で信号の乱れが発生し、1 MHzで大きく乱れが生じてい

る。1 mケーブルについては 25 MHzで大きく終端部に乱れが生じていることが確認された。 
 

表 3.4-2 1 mケーブルに対する 100 mケーブルの伝送遅延時間 

周波数[Hz] 40 k 100 k 250 k 500 k 1 M 5 M 10 M 20 M 25 M 

ゼロクロス点の 

遅延時間[ns] 
582 510 507 547 535 518 514 512 511.6 

1 m あたりの 

遅延時間[ns/m] 
5.879 5.152 5.121 5.525 5.404 5.232 5.192 5.172 5.168 

真空中の光速比[%] 56.74 64.75 65.13 60.37 61.72 63.75 64.25 64.5 64.55 
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(i)40 kHz (ii)250 kHz 

  

(iii)300 kHz (iv)500 kHz 

  

(v)1 MHz (vi)25 MHz 

図 3.4-9  発振周波数の変化による信号形状の変化 
 
最後に、令和 7年度に実施する耐放射線性を有した前置増幅器などの半導体素子で構成され

る機器の開発に向けた準備状況について記述する。令和 6年度は、前置増幅器の回路の検討と

使用する素子の耐放射線性の確認、耐放射線性を有するパルサーの検討、試作機の製作を行っ

た。まず前置増幅器開発の準備状況について記述し、その後、パルサーの試作について記述す

る。 
前置増幅器は、超音波センサの直後に設置する機器であり、前置増幅器には 2種類の目的を

もった形式が存在し、検出器出力回路の出力インピーダンスを同軸ケーブルの特性インピーダ

ンスに整合させるものと、検出器の微弱信号を増幅するためのものである。前者の場合、信号

の増幅が目的でなく増幅率は 1以下である。後者の場合、利得安定化および音特性改善のため

に負帰還回路とするのが一般的である。令和 6 年度は、前者のタイプの前置増幅器の製作のた

め、同軸ケーブルの特性インピーダンス 50 Ω とマッチングすることで、信号伝送のひずみや

減衰を軽減することを考えた回路の検討を行った。この前置増幅器の開発において、耐放射線

性の高い半導体素子を使用する必要がある。そこで現時点では、先行研究から 10 MGy 以上の

耐放射線性を有していることが確認できている SiC-JFET 型のトランジスタを採用している。

図 3.4-10 に設計検討を行った前置増幅器の回路図を示す。コレクタ接地回路を活用し前置増
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幅器を製作した。コレクタ接地回路は、高い入力インピーダンスで受けることで微弱な電流を

大きな電圧として扱う。そして、トランジスタを用いて電流を増幅し低い出力インピーダンス

で出力することで、ひずみの少ない伝送を可能とすることを目指した。今回は交流信号の伝送

を行うため、同軸ケーブルの特性インピーダンスである 50 Ωが前置増幅器の出力インピーダ

ンスになるように抵抗の値を調整した。これは送信端と受信端、ケーブルそのもののインピー

ダンスマッチングが行われていないと接合部で信号が反射するためで、インピーダンスマッチ

ングにより、伝送経路での反射波を最小限に抑え、信号のロスや歪みを低減することが可能で

ある。これにより効率よく信号を送り、受信側での信号レベルを確保しやすくする。トランジ

スタのゲートに流れる電流は非常に小さいことから、入力側（トランジスタからみて左側）の

抵抗などは出力側（トランジスタからみて右側）に大きな電圧降下や電流の変化を引き起こさ

ず、出力インピーダンスには影響を与えない。しかしながら、トランジスタの抵抗、R2、C1は

出力インピーダンスに影響を与えるが、それらのインピーダンスは小さく、出力インピーダン

スは R3 で決定されている。また、SiC-JFET トランジスタの放射線照射特性を評価するため、

図 3.4-11に示す特性取得回路図を設計し、図 3.4-12に示す特性取得回路を製作、放射線照射

によるソースドレイン間電流 IDS[A]の特性の変化について、コバルト 60 照射施設を利用して

調べる予定である。 
 

 
図 3.4-10 SiC-JFET トランジスタを用いた前置増幅器の回路図 

 
 

 
図 3.4-11 SiC-JFETトランジスタの特性取得回路図 

 

3-48

- 81 -

JAEA-Review 2026-010



 
図 3.4-12 SiC-JFETトランジスタの特性取得回路 

 
次に、パルサーの検討と試作機の製作について記述する。パルサーは上述した試験において

ファンクションジェネレータやパルサレシーバを使用していた超音波発振信号を出力する機

器である。ここでは、実用の際には放射線環境外に制御機器として設置して使用する想定では

あるが、前置増幅器と同じく半導体素子を使用しているため、同様に耐放射線性を有したもの

の開発を実施し、試作機を製作した。パルサーは、パルストリガの発生器とその信号をトリガ

としたパルス信号発振器に分離して設計を行った。図 3.4-13と図 3.4-14に作成した設計図と

実際に製作した試作機の外観を示す。これらも前置増幅器の設計と同様に SiC-JFET トランジ

スタを使用して耐放射線性を高めることを目指している。現状では繰り返し周波数 150 Hz、パ

ルス幅 2.5 µs（400 kHz）程度に設定して設計を行っている。試作機を実際に動作させた信号

を図 3.4-15 に示す。1ch.のパルストリガに対して大きく増幅された超音波発振用のパルス信

号が発生できていることが確認できた。 
令和 7年度以降、試作した前置増幅器およびパルス発振器の改善および耐放射線性の確認を

実施していく予定である。 

 
図 3.4-13 耐放射線性を有した発振器の設計回路図 
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(i)トリガパルス発振器 

 

 
(ii)超音波発振パルス発振器 

図 3.4-14 試作機外観 

 

 

 
図 3.4-15  超音波発振器試作機によるパルス信号 
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3.4.2 まとめ 

令和 6年度では、高強度の放射線環境下で使用可能な超音波センサの開発を目指して、ガ

ンマ線環境の超音波信号への影響の確認およびシステムの体系の検討とそれに向けた信号

の確認および機器の検討・設計・試作を行った。通常の超音波センサでは、センサ以外の電

子機器内で用いられている半導体部品が放射線の影響を強く受け、放射線による故障のリス

クとなる。そこで、本研究で提案する耐放射線性を有する超音波センサは、半導体部品を含

まない最も単純な超音波の発振器および受信機のみを放射線環境下に投入し、放射線影響を

受ける（構成部品として半導体素子を有する）機器については、遮蔽された遠距離に設置す

るシステムを提案する。本システムの開発にあたって、まずは飛行時間法を用いた超音波距

離計で必要な超音波の反射信号への放射線の影響を確認する必要がある。そのため、大阪大

学産業科学研究所付属量子ビーム科学研究施設のコバルト 60 照射施設において、ガンマ線

環境下に置かれたセンサによる超音波信号の取得を行い、その結果、信号への直接的な影響

は確認されなかった。 
次に、提案する超音波センサでは制御部を放射線の影響外の領域に設置する必要があるこ

とから、おのずと送受信器と制御部をケーブルにより隔離する必要がある。そのためケーブ

ル長による信号への影響を確認するため、ケーブル長をパラメータとした信号確認を実施し

た。その結果、ケーブル長が長くなるほど反射信号の強度が低下することが確認され、さら

に、ターゲットとした鋼棒の長さに対して誤差が生じ過大評価となっていることが確認され、

より精度のよい長距離からの計測を実施するためには、令和 7年度に開発を実施する前置増

幅器などの半導体素子を用いた機器の開発が必要であることが示唆された。 
令和 7年度に実施する耐放射線性を有する前置増幅器の開発に向けて、各種準備を実施し

た。前置増幅器の開発に向けて、耐放射線性に優れた半導体部品として SiC-JFET トランジ

スタを選択し、それを用いた電子回路の検討、SiC-JFET トランジスタのガンマ線照射試験、

放射線影響評価のための特性試験用の電子回路の製作を実施した。また、パルサーについて

も耐放射線性を有したものを開発することが有利であると考え、その電子回路の設計と試作

品の製作を実施した。 
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3.5 研究推進 
研究代表者のもとで各研究項目間ならびに CLADS等との連携を密にして研究を進めた。10月

に開催されたワークショップでは、本研究の紹介とともに現場で求められているニーズについ

て情報を収集した。11 月には、研究代表者が本研究の紹介を一般社団法人日本非破壊検査協

会、秋季講演大会にて発表し、非破壊検査の専門家から種々の意見をいただいた。12月の中間

フォロー前後には、研究代表者、分担者に加え、協力会社の非破壊検査株式会社安全工学研究

所のメンバーも交え、意見交換を行った。また、その後、阪大機械、日本大学、東北大学のメ

ンバーでオンライン会議を開催し、超音波による空間可視化技術について各グループの進捗の

確認を行った。 
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4. 結言 

 1F廃炉におけるデブリ取り出しの際に課題となる、視界不良かつ高線量下での空間認識技術に

ついて、超音波 PAを用いた可視化技術の開発を目指し本研究がスタートした。空中・水中両方で

の物体形状の可視化技術の開発を目指し、プロジェクトを実施研究グループごとに、(1)超音波 PA

計測による空中・水中での物体形状の可視化（大阪大学）、(2)空中超音波 PAデバイスの開発（日

本大学）、(3)高フレームレート PA による粒子浮遊環境下での可視化スキームの構築（東北大学）、

(4)高強度ガンマ線環境に対応する超音波計測手法の開発（大阪大学）の 4 項目に分けて実施して

いる。 

 令和 6年度において、(1)では空中での視界不良環境を模擬するために、蚊取り線香の煙を充満

させたコンテナを用い、そのなかで空中超音波波形計測を行った。また、水中での視界不良環境

を模擬するためにアルミナスラリーを用いた。いずれの場合にも、わずかな波形変化はみられる

ものの、十分な強度の超音波波形が得られることが示された。さらに、水中での実験において、

少ない送受信点ながらも可視化実験を行ったところ、水中でもスラリー中でも同様に物体の可視

化可能性があることがわかった。 

 (2)では、空中超音波センサの音場を計測したうえで、PAデバイスの設計を進めた。 
 (3)では、水中での可視化を想定し、粒子浮遊環境において可視化を実現するスキームを構築し

た。さらに、令和 7 年度以降の研究に必要となる粒子浮遊環境を模擬する実験設備を製作した。

また、有限要素解析を用いて 128ch.の超音波 PA プローブの特性を解析し、令和 7 年度に必要と

なる超音波 PAプローブの性能を評価した。 

 (4)では、長距離ケーブルを取り付けた場合の超音波計測を行った。大阪大学産業科学研究所付

属量子ビーム科学研究施設のコバルト 60 照射施設において、250 Gy/h 程度の高線量をケーブル

に照射した環境で波形計測を行ったところ、照射による影響が全くないといってよいレベルであ

った。また、ケーブル長により波形の減少と 5 ns/m～6 ns/m程度の遅延が確認された。波形が減

少する対策として、高線量下で利用できる前置振幅の設計を行った。 
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